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包括外部監査の結果報告書 

「業務改革の推進について」 

包括外部監査人 公認会計士 菅 博雄 

＜第１テーマ＞ 出資団体に係る財務事務の執行及び管理の状況について 

第１ 外部監査の概要 

１ 外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第１項に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した特定の事件 

業務改革の推進について 

 

主として、戸籍・住民登録、市税、国民健康保険、国民年金、人事給与、財務会計、契約、文

書管理を監査対象業務とし、監査対象部課は以下のとおりである。 

  総務部総務課、職員課 

  財政部財政課、契約検査課、市民税課、資産税課 

  市民部市民登録課、健康保険課、医療助成年金課 

  会計課 

  他、監査対象業務の関連部課 

 

３ 特定の事件を選定した理由 

平成 27年 8月に総務省が公表した「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」

では、「BPRの手法や ICTを活用した業務の見直し（特に窓口業務の見直し及び庶務業務の集約化）」

が掲げられており、積極的な業務改革の推進の必要性が示されている。 

一方、盛岡市総合計画（2015－2025）では、自治体経営の推進項目の 1つに「事務改善の推進」

が掲げられているものの、盛岡市（以下、「市」という。）として更なる業務改革を推進するた

めの体制充実化等の諸課題を有していると考えられる。また、会計年度任用職員制度が平成 32年

度から導入されることを鑑みると、適正な人員配置の前提となる業務改革の推進は喫緊の課題と

考えられる。 

よって、業務改革の推進について、包括外部監査人の立場から検討を加えることは、今後の行

政運営にとって有意義と認識し、本年度の包括外部監査の特定の事件として選定した。 

 

４ 外部監査の対象期間 

平成 29 年度とするが、必要に応じて過年度及び平成 30 年度の一部についても監査対象に含め

ている。 
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５ 外部監査の方法 

（１）監査着眼点 

①  業務処理は適切に行われているか 

②  委託等の契約は適切に行われているか 

③  人員配置は適切か 

④  当該業務に係る事業費はサービス水準と比較し有効か 

⑤  組織運営の合理化や規模の適正化が図られているか 

 

（２）実施した主な監査手続 

実施した主な監査手続は次のとおりである。なお、監査手続の適用にあたっては効率的な監

査を実施するという観点から、重要と判断したものに限定し、原則として試査1により行った。 

①  予備調査 

 監査対象業務の関連資料を入手、分析、質問により、当該業務の現状と課題を把握した。 

②  本監査 

 予備調査の結果に基づき、「（１）監査着眼点」について経済性、効率性及び有効性（３

Ｅ）並びに合規性の観点から検討を行った。検討に際しては、関連資料を閲覧し、必要に

応じて関係部署に対する質問を行った。 

 

６ 外部監査の実施期間 

平成 30年 7月 2日から平成 31年 1月 25日まで 

 

７ 包括外部監査人補助者の資格及び氏名 
 

公認会計士  井 口 立 和  

米国 PMI 認定ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞ

ﾒﾝﾄﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ（PMP） 

 三 輪 大 介  

公認会計士  佐 藤 智 之  

 

８ 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252条の 29の規定により記載すべき利害

関係はない。 

                                                        
1
 試査とは、特定の監査手続の実施に際して監査対象となる母集団からその一部の項目を抽出し、それに対して監査手続を実施する
ことをいう。 
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第２ 監査対象の概要 

１ 地方行政サービス改革の推進 

国・地方を通じた厳しい財政状況下においても、引き続き質の高い公共サービスを効率的・効

果的に提供するためには、ICTの徹底的な活用や、民間委託等の推進などによる更なる業務改革の

推進が必要との問題認識のもと、地方行政サービス改革を推進するに当たっての留意事項が示さ

れている。 

 

 

出所：「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について（概要）」（平成 27年 8月 28

日 総務省） 

 

このうち、「BPRの手法や ICTを活用した業務の見直し」については以下のような説明がなされ

ている。 

 

（４）ＢＰＲの手法やＩＣＴを活用した業務の見直し（特に窓口業務の見直し及び庶務業務の集

約化） 

安定的かつ持続的に行政サービスを提供していくためには、限られた行政資源を効率的・効果
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的に活用する行政運営が必要であり、このため、事務事業全般にわたって、ＢＰＲの手法を活用

した業務フローの見直しやＩＣＴの活用等を通じた業務の効率化を図ること。特に、住民サービ

スに直結する窓口業務の見直しや職員の業務効率向上につながる庶務業務等の内部管理業務の見

直しについては、以下の事項に留意しつつ、重点的に行うことが必要であること。 

なお、総合窓口の導入・窓口業務のアウトソーシング、庶務業務の集約化の推進等を念頭に、

基本方針2015 において「窓口業務のアウトソーシングなど汎用性のある先進的な改革に取り組む

市町村数を2020 年度（平成32 年度）までに倍増させる」とする成果指標が掲げられたことを踏

まえ、総務省としては、ＢＰＲの手法を活用しながら、民間企業との協力の下、これらに一体的

に取り組む市区町村を支援する「業務改革モデルプロジェクト」を実施し、これらを推進するた

めの予算について平成28 年度概算要求に向け検討を行っていること。 

① 窓口業務は、住民サービス提供の最前線である。社会保障・税番号制度の導入等を踏まえ、Ｂ

ＰＲの手法やＩＣＴを活用しつつ、コンビニにおける各種証明書の交付など、行政手続のオープ

ン化・アウトソーシングによる利用者の機会費用の削減・窓口の混雑緩和等、住民の利便性向上

につながるよう業務方法の見直しを行うこと。 

個人番号カードを利用したコンビニ交付については、住民における証明書の取得に要する時間

など、社会的コストを削減する効果があるとともに、土日祝日を含め早朝から夜まで（6:30～23:00）

の取得が可能になることによる利便性の向上、また市区町村における証明書の交付に要する行政

コストを削減する効果があることから、導入について積極的に検討すること。 

また、住民異動、戸籍届出、各種証明書交付、国民健康保険・介護保険等の受付等、従来、別々

の窓口で行ってきた事務手続について、縦割を廃し、原則１ヶ所の窓口にてワンストップ対応を

行う「総合窓口」の取組について、待ち時間の短縮など住民の利便性向上につながる取組である

ことから、先行事例を参考にしつつ、積極的に検討すること。 

なお、その際、単に各窓口事務を集約するのではなく、業務フローの見直しを行い、受付・引

渡し・入力業務等については、積極的に民間委託等を活用し、業務の効率化を図ること。 

社会保障・税番号制度の導入に伴い整備される宛名システムを活用し、当該システムを介在し

て住基担当部局、福祉担当部局等との間で庁内連携を行い必要な情報をやり取りすることにより、

窓口を総合窓口として一元化し、抽出された情報を総合窓口で待つ住民に提供する対応も可能と

なる。このような事務フローを整え、手続時間の短縮及び添付書類の削減を伴うワンストップサー

ビスを実現することによって、住民サービスの向上及び手続漏れの防止、事務の効率化及び正確

性の向上、効率的な業務手順の構築及びマニュアルの整備が可能となるなどの効果が期待できる

ものであること。 

また、窓口業務の民間委託を行うにあたっては、「住民基本台帳関係の事務等にかかる市町村

の窓口業務に関して民間事業者に委託することができる業務の範囲について」（平成20 年３月31 

日総行市第75 号、総行自第38 号、総税企第54 号）の内容を十分に踏まえて対応されたいこと。 

②給与・旅費の計算、財務会計、人事管理事務等の庶務業務について、システムを活用し職員が

発生源入力を行うことにより、各部局の中間経由業務の廃止や審査確認等の担当部局を１ヶ所に

集約するなどの業務の再構築を行い、効率的な体制で執行を行うこと。その際、集約化した業務

について、積極的に民間委託等を検討すること。 

また、既に導入がなされている地方公共団体も含め、システム導入・更新にかかる費用対効果

も勘案しつつ、できる限り多くの事務を対象とし、対象職員の範囲についても、首長部局にとど
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まらず行政委員会事務局や教職員等も含めるなど、スケールメリットを活かした効率性を追求す

ること。 

なお、規模の小さな地方公共団体においては、総務事務センターのような部署を新設するので

はなく、総務課等に審査確認等の機能を集約することで対応が可能であり、庶務業務システムの

導入・更新等に併せて検討を行うこと。また、自治体クラウド導入の際には同一の庶務業務シス

テムを活用することが容易になることから、団体を超えた業務の集約化について検討を行うこと。 

出所：地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について（平成 27年 8月 28日 総務省） 

 

市における地方行政サービス改革の取組状況については「添付資料５．地方行政サービス改革

の取組状況」を参照されたい。 
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２ 対象業務の範囲 

今回の包括外部監査では８業務（戸籍・住民登録、市税、国民健康保険、国民年金、人事給与、

財務会計、契約、文書管理）を監査対象業務とした。各業務で使用している業務システムと合わ

せて整理すると以下のとおりである。 

 

監査対
象業務 

担当課 業務システム ベンダ 業務処理内容 
導入
年度 

戸 籍 ・
住民登
録 

市民登録
課 

戸籍情報システム ㈱アイシー
エス 

戸籍法による各種証明書の発行 
戸籍法により受理された届出（申請）
に基づく戸籍（除籍）の記載等 

H12 

市税 市民税課 COKAS-X（市民税
賦課システム） 

日本電気㈱ 課税対象者、課税資料等の管理及
び課税資料に基づいた個人住民税
の賦課業務 

H25 

住民税バックアップ
システム 

㈱アイシー
エス 

賦課状況確認及び納付書の再発行
業務 

H11 

税務 LAN（申告支
援システム） 

㈱リードコナ
ン 

課税対象者情報、課税資料情報等
の管理及び各種申告書作成、出力
業務 

H27 

税証明書発行シス
テム 

㈱アイシー
エス 

各種税証明（課税・資産・営業等各種
証明）書の発行業務 

H11 

法人市民税システ
ム（INSIDE6） 

㈱アイシー
エス 

課税対象法人、課税資料等の管理
及び課税資料に基づいた法人住民
税の賦課業務 

H24 

COKAS-X（軽自動
車税システム） 

日本電気㈱ 車両、所有者（使用者）等の管理及
び軽自動車税の賦課業務 

H25 

資産税課 家屋評価支援シス
テム 

㈱アイシー
エス 

固定資産税賦課業務に係る家屋課
税台帳の管理 

H3 

固定資産税バック
アップシステム 

㈱アイシー
エス 

固定資産税賦課業務に係る評価証
明書等の発行 

H13 

固定資産税縦覧閲
覧システム 

㈱アイシー
エス 

固定資産税賦課業務に係る縦覧帳
簿及び課税台帳の表示・印刷 

H15 

固定資産税台帳
コード管理システム 

㈱アイシー
エス 

固定資産税賦課業務に係る台帳
コードと住民・住登外情報の対応管
理 

H15 

固定資産税台帳照
会システム 

㈱アイシー
エス 

台帳、納税通知書、課税明細書等の
照会・印刷 

H16 

固定資産税土地評
価システム 

㈱パスコ 固定資産税賦課業務に係る土地課
税台帳の管理 

H16 

相続税５８条通知書
発行システム 

㈱アイシー
エス 

相続税法第 58 条に基づく税務署へ
の情報通知 

H15 

PasCALWeb 地図 ㈱パスコ 航空写真と公図、路線価情報等を組
み合わせた地図情報 

H19 

国民健
康保険 

健康保険
課 

後期高齢者医療標
準システム 

㈱アイシー
エス 

後期高齢者医療制度の賦課・給付・
資格業務 

H20 

後期高齢者医療保
険料徴収システム
（ADWORLD） 

㈱アイシー
エス 

標準システムで賦課処理された情報
に基づく期割・徴収・還付業務（住
基・税情報と連携） 

H20 

国民健康保険賦課
事務システム 

㈱アイシー
エス 

当初課税や日々の国保資格の異動
処理 

H14 

国民健康保険給付
システム（INSIDE6） 

㈱アイシー
エス 

申請受付・データ抽出。支給事務等 H27 
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監査対
象業務 

担当課 業務システム ベンダ 業務処理内容 
導入
年度 

国民健康保険資格
システム（INSIDE6） 

㈱アイシー
エス 

国保資格の取得・喪失・異動事務に
係る申請受付・データ抽出・保険証
交付事務等 

H2７ 

国保情報DBシステ
ム 

㈱アイシー
エス（ゼッタ
テ ク ノ ロ
ジー） 

国保の給付・経理情報の月次報告、
各種国庫負担金・補助金等の申請
書・実績報告データの作成 

H23 

KDBシステム 国保中央会 特定健診情報とレセプトの紐づけに
よる現状分析・課題抽出・事業実施
評価の作成 

H25 

特定健診等データ
管理システム（国保
連） 

国保中央会 受診券データの作成、結果情報の登
録、集計 

H20 

特定保健指導支援
システム（ヘルスエ
コ） 

南部医理科
（アリトンシス
テム） 

特定保健指導対象者名簿の作成、
指導の管理、通知作成、実績報告、
各種統計データの出力 

H26 

健康管理システム
（INSIDE6） 

㈱アイシー
エス 

国保特定健診及び後期高齢者健康
診査の受診券の送付状況の登録等 

H26 

国保総合システム 国保中央会 レセプト審査・診療費用等支払・資
格・給付・保健事業 

H23 

国民年
金 

医療助成
年金課 

国民年金システム ㈱アイシー
エス 

INSIDE6 の住民基本台帳を活用した
国民年金ファイル管理等 

H24 

人事給
与 

職員課 人事庶務システム ㈱アイシー
エス 

給与等支給明細書、出退勤管理、休
暇・休業等管理、時間外勤務等管理
等 

H27 

人事給与システム ㈱アイシー
エス 

職員情報管理、人事異動、昇給管
理、月例給与・賞与計算、年末調整、
予算計算等 

H17 

臨時職員源泉徴収
システム 

㈱アイシー
エス 

臨時職員情報管理、臨時職員賃金
計算等 

H17 

個人番号管理シス
テム 

㈱アイシー
エス 

個人番号登録管理、源泉徴収票発
行等 

H28 

財務会
計 

財政課 財務管理システム 日本電気㈱ 予算編成、予算管理、歳入・歳出管
理、決算管理、決算統計、起債管
理、公有財産管理等 

H19 

契約 契約検査
課 

契約事務電算処理
システム 

東芝ソリュー
ション販売㈱ 

契約起案書、入札経過表、契約書、
結果表の作成 
入札参加資格者の名簿調製及び結
果通知作成等 

H16 

電子入札システム ㈱日立シス
テムズ 

市営建設工事及び建設関連業務委
託に係る電子入札関連業務 

H23 

電子入札コアシス
テム 

（一財）日本
建設情報セ
ンター 

電子入札のベースとなるシステム H23 

文書管
理 

総務課 文書管理システム 日本電気㈱ 文書の収受・起案・施行・保管処理及
び情報公開機能等 

H19 

出所：各担当課作成資料 
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３ 業務処理上の事故の発生状況  

監査対象とした８業務のうち、４業務（戸籍・住民登録、市税、国民健康保険、国民年金）に

おける業務処理上の事故の発生状況（平成 28～29年度）は以下のとおりであり、市の説明による

と、確認された全ての事案について適時に必要な措置を講じている、とのことである。 

 

業務処理 確認（発

生）年月 

業務処理上の事故の内容 再発防止策 

戸籍・住民

登録 

H28.5～ 個人番号カードの再交付手数料の条

例に基づかない誤徴収（23件） 

条例の規定と実際の事務処理との整

合の確認徹底と所管する法令等の課

内研修を実施する。 

市税 H29.5 個人市民税・県民税特別徴収税額決定

通知書の誤発送による特定個人情報

の漏えい（3 名分） 

給与支払報告書の事業所登録時の照

合作業等において、複層的な確認作業

を実施する。 

国民健康保

険 

H29.7 軽減判定所得の算定誤り 国、県及び委託先と法解釈等について

改めて協議の上、国保税算定システム

の改修を行った。 

国民年金   該当なし   

出所：各担当課作成資料 

（注）「業務処理上の事故」は市が公表した事案である。 
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第３ 外部監査の結果及び意見 

Ⅰ 個別検出事項 

今回の監査の過程で発見された個別検出事項については、「指摘」と「意見」に分けており、以

下の判断基準によっている。 

 

区分 根拠規定 監査上の判断基準 

指摘 監査の結果（地方自治法第 252

条の 37第 5項） 

違法（法令、条例、規則等の違反） 

不当（違法ではないが行政上実質的に妥当性を欠くこと、

または適当でないこと） 

意見 監査の結果に添えて提出する意

見（地方自治法第 252条の 38第

2項） 

違法または不当なもの以外で、包括外部監査人が個別検

出事項として記載することが適当と判断したもの 

 

なお、個別検出事項を監査着眼点に基づく監査上の論点ごとに整理して記載したのは、今回の監

査対象の範囲外においても市が財務事務の点検を行う場合の参考になると判断したことによる。 

 

 ＜指摘及び意見の要約一覧表＞ 

項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

１業務処理 

(1)庁内情報の
収集不足 

意見 法人市民税に係る未申告法人の調査に
おいて、課税の公平性の観点から、庁
内情報の収集、調査による業務合理化
の余地があると考えられる。 

未申告法人の調査に限らず、庁内
情報の連携による合理化の余地
のある業務がないか検討する。 
 

(2)外部機関情
報との整合性
確認の不備 

指摘 平成 27年度に市が実施した土地課税台
帳の照合では少なからずパンチミス（入
力ミス）による課税誤りが検出されて
いるが、家屋課税台帳の照合は未実施
であり、賦課課税データの正確性が適
切に検証されているといえるか疑問で
ある。 

登記データと課税データの照合
を定期的に実施し、賦課課税デー
タの正確性を検証する。 

(3)リスク評価
と対応の充実
化の余地 

意見 市が整理している固定資産税の税額修
正リスクについて、リスクの評価と対
応の充実化の余地があると考えられる。 

賦課課税方式である固定資産税
の課税誤りは過大課税（還付・返
還リスク）ないし過小課税リスク
がある点を踏まえ、税額修正リス
クに係るリスクの評価と対応の充
実化を図る。 

(4)始業・終業
時刻の確認不
備 

指摘 市の出退勤管理は自己申告制によるが、
自己申告された労働時間と実際の労働
時間の乖離状況の把握が十分に行われ
ていない。市が自己申告制による場合
の必要な措置を講じているとは認めら
れない。 

自己申告制によるのであれば、自
己申告された労働時間と実際の
労働時間の乖離状況の調査を行
い、所要の労働時間の補正を要す
る実態がないことを確かめる。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

(5)業務集約化
の検討不足 

意見 学校徴収金の徴収・管理業務に関する
以下の点を考慮すると、組織運営の合
理化（地方自治法第 2条第 15項）の観
点より十分な検討が行われているとい
えるか疑問である。 

 内部管理業務の集約化により、教員
の業務負荷軽減が図られること 

 内部管理業務の集約化により、事務
処理の質の向上が期待できること 

学校徴収金の徴収・管理業務につ
いて、業務の一元化・集約化（事
務の共同実施を含む）によるメ
リット評価を行い、業務集約化に
よる業務改善の余地がないか検
討する。 

(6)合理的根拠
を欠いた私費
会計 

意見 学校徴収金の 1 つである学校給食費に
ついて、私費会計の取扱いに関する整
理が十分できていないと認められるた
め、市における現行の学校給食費の徴
収管理によって、私費会計とする合理
的根拠は希薄である。 

学校給食費に係る契約関係、現金
等の保管、給食費の債権の取扱い
を、私費会計との整合性の観点よ
り整理する。 
私費会計とする合理的説明付け
が困難な場合、公会計に移行す
る。 

(7)必要性に乏
しい団体会計 

意見 市に事務局を設置している団体（団体
会計）について、市の事務事業ではな
く、あえて団体の事務事業と整理する
必要性に乏しい団体会計が検出された。 

 盛岡市愛宕町職員駐車場利用者会 

 太田地区自治会協議会、乙部地区
自治公民館連絡協議会・乙部地区
町内会連絡協議会 

 もりおか環境緑化まつり実行委員
会 

仮に団体会計がなかった場合に
生じ得る問題点を整理し、団体会
計の必要性を明確にする。 
あえて団体会計とする合理的理
由がなければ、以下の方法により、
市の財務会計事務を簡潔にする。 

 団体会計を廃止し、市の事務
事業と整理する 

 市以外に事務局を移管し、財
務会計事務に係る市の関与
をなくす 

(8)会計事務の
不備（団体会
計） 

指摘 今回の包括外部監査の対象とした団体
会計より、平成 29年度の会計記録を閲
覧した結果、会計事務の不備が検出さ
れた。 

■もりおか環境緑化まつり実行委員会 

報償費／謝金 198 千円 

委託料／会場設営等 1,096 千円 

団体会計といえども市が実質的
な経理事務を担っている点を考
慮し、定期的に監査を実施する。 
市の財務事務に準じた運用ルー
ルとしないものについては、運用
ルールを明確にする。 

(9)会計事務の
不備（学校徴
収金） 

意見 市立高校より提出された資料をもとに、
市立高校における学校徴収金の管理状
況を確認するとともに、一部の会計に
関する出納簿（平成 29年度）等を閲覧
した結果、会計事務の不備が検出され
た。 
 公費・私費負担区分 
 校長名義の団体預金口座 
 決算報告の不備 
 団体会計報告もれ 

公費・私費の負担区分に関する明
確なルールを定める。 
また、学校徴収金といえども市が
実質的な経理事務を担っている
点を考慮し、一層の実効性ある監
査を実施する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

(10)代替評価
の検討不足 

意見 最大の管理コストと考えられる人件費
が考慮されておらず、収入証紙の管理
コストと収入証紙を廃止した場合の追
加的な発生コストの定量評価が行われ
ていないため、収入証紙を継続するこ
とのメリット評価が明らかではない。
手数料の収納方法に関する代替評価の
十分な検討が行われているといえるか
疑問である。 

収入証紙の管理コスト（人件費）
の精査や利用状況調査を行い、収
入証紙継続の有効性に関する代
替評価を行う。 

(11)電子媒体
化による業務
効率化の余地 

意見 国民年金業務の電子媒体化への移行に
より、現行の業務処理において一定の
時間削減効果が見込まれるため、電子
媒体化による業務合理化の余地が認め
られる。 

業務プロセスの改善手法を取り
入れながら、電子媒体化による業
務合理化を推進する。 

(12)ICT活用に
よる業務効率
化の余地 

意見 市民税課における RPA 導入による業務
効率化の可能性の検討結果より、現行
の業務処理において一定の時間削減効
果が見込まれるため、ICT活用による業
務合理化の余地が認められる。 

業務プロセスの改善手法を取り
入れながら、ICT活用による業務
合理化を推進する。 

(13)電子決裁
の低利用 

意見 文書管理システムにおける電子決裁機
能の活用が低調と認められる。電子決
裁による業務効率化が十分に図られて
いるといえるか疑問である。 

文書管理システムの操作性改善
の取組みの他、電子決裁を原則と
する運用ルールへの見直しを検討
する。 

２契約 

(1)合理的理由
に乏しい随意
契約 

指摘 随意契約理由に合理性を欠いた契約が
検出された。 

 平成 29年度帳票出力業務委託契約
（市民税課） 

 平成 29年度固定資産税・都市計画
税賦課計算等業務委託（資産税課） 

 平成 29年度国民健康保険税賦課計
算業務委託（健康保険課） 

随意契約とする合理的理由がな
ければ、競争性を確保した契約方
法に見直す。 
また、いわゆるベンダロックイン
の問題を防止するため、特定者に
過度に依存しないような措置を講
じることが考えられる。 

(2)1者応募 意見 「固定資産土地評価業務」の契約方法
はプロポーザル方式で行われており、
市内に事業所を有する事業者を加点評
価すれば足りる問題であるため、市内
に事業所を有しない事業者の競争参加
自体を制限する根拠は乏しいと考えら
れる。応募者が限定されることが予測
される中で、あえて地域要件を設定す
る合理的理由があったといえるか疑問
である。 

競争性の確保に疑義が認められ
る場合、地域要件の設定を慎重に
判断する。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

(3)予定価格積
算の不備 

指摘 「固定資産土地評価業務」及びその付
随業務に係る予定価格が現契約先から
徴求した見積書の金額と同額であり、
複数者からの見積徴求が行われていな
い。 
他者から見積徴求しない理由が明らか
でなく、かつ、人件費単価や見積工数
の妥当性を裏付ける根拠が不明確であ
るため、予定価格が適切に積算された
ものとは認められない。 

１者見積による予定価格の積算
とする場合、人件費単価や見積工
数の妥当性の根拠付けを明確に
する。 

(4)標準システ
ム移行による
コスト削減余
地 

意見 国民健康保険事務について、平成 30年
度から市町村事務処理標準システムへ
の移行は難しい状況にあったとはいえ、
既存システムに要する更新・維持コス
トとの比較で、標準システムへの移行
によるコスト削減余地があると考えら
れる。 

平成 34年度まで標準システム移
行に対する財政措置（国の 1／2
補助）がある点を見据え、標準シ
ステムへの移行の代替評価を行
う。標準システムへの移行に際し
ては、現行の業務処理を継続する
前提とせず、業務の標準化や ICT
の徹底的な活用等による業務改
革の推進を併せて検討する。 

３人員配置 

(1)個々の業務
量の積み上げ
によらない必
要人員数の積
算 

意見 必要人員数の積算が個々の業務量の積
み上げによらないため、精度の高い必
要人員数を積算しているといえるか疑
問である。業務量調査が不十分な結果、
必要人員数の積算の精度が低く、人員
配置に不均衡が生じているケースがな
いか懸念される。 

「公共サービスの質の向上と経
費の削減を図る前提として、個々
の業務内容とこれに関わる人員、
必要とされる費用等のコストが適
切に把握されていなければならな
い」ことを踏まえ、個々の業務量
の積み上げを基礎に各部署の必
要人員数を積算する手法をとる
ことも考えられる。 

(2)時間外勤務
の限度超過 

意見 平成 29年度において、時間外勤務が年
360時間超の職員は 155人であり、時間
外勤務の限度超過が生じている。 
1 人当たり時間外勤務（平均）は 150
時間であるが、個人別で見た場合、個
人別業務配分の偏りを示唆するものが
含まれている可能性があり、時間外勤
務の縮減に向けた改善の余地があると
考えられる。 

平成 30年 6月に、市と盛岡市職
員労働組合の間で初めて定めた
協定時間を遵守する。 
また、タイムマネジメントの徹底
や事務事業のスクラップ等の推進
を通じて、時間外勤務の更なる縮
減を図る。 
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項目 区分 現状の問題点 解決の方向性 

(3)時間外勤務
の過小認識の
懸念 

意見 出勤簿とパソコン使用時間の記録に乖
離が生じた要因が明らかでない事案が
検出された。 
時間外勤務の縮減に関する指針の下、
時間外勤務が過小認識され、時間外命
令と勤務実態に乖離が生じた事案が含
まれていないか懸念される。 

始業・終業時刻の確認、記録を現
行の自己申告によるのであれば、
「労働時間の適正な把握のため
に使用者が講ずべき措置に関す
るガイドライン」（平成 29 年 1
月 20日 厚生労働省）に沿った
確認を行う。 

(4)臨時・非常
勤職員の任用
根拠と勤務実
態の不整合 

意見 ■臨時職員 

臨時職員は事実上任期の定めのない常
勤職員と同様の勤務形態となっている
外観を有しており、臨時的任用職員の
任用根拠と勤務実態の整合がとれてい
るか疑問である。 

■非常勤職員 

勤務時間に定めのある非常勤職員の任
用根拠を地方公務員法第 3条第 3項第 3

号に基づき特別職非常勤職員と整理し
ているが、非常勤職員の職務の多くは
労働者性の高いものと見受けられるた
め、任用根拠と勤務実態の整合がとれ
ているか疑問である。 

臨時・非常勤職員の任用根拠と勤
務実態の不整合は会計年度任用
職員制度（平成 32年度から導入）
の中で解決することが想定される
が、業務改革の推進を考慮し、そ
れぞれの職の必要性を十分吟味
した上で、適正な人員配置に努め
る。 

(5)職務専念義
務免除の手続
もれ 

指摘 市職員の団体への関与が「市の本来業
務」とする根拠が不明確と認められる
ものについては、職務専念義務免除の
手続なく、団体業務従事相当額の減額
をせず給与を支給することは盛岡市職
員給与支給条例第 14条第 1項の規定に
反している。 

個別団体の実情（団体の性格・事
業内容、市職員関与の目的、役職
員の地位の兼務の有無、職務内
容、関与の程度等）に応じて、団
体に対する市職員の関与の取扱
いを整理する。 
その中で、市の職務と認められな
い場合、職務専念義務の免除の問
題として整理する。 
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１ 業務処理 

監査対象業務と個別検出事項の対応関係を整理すると以下のとおりである。 

 

 
戸籍・住
民登録 市税 

国民健康
保険 国民年金 人事給与 財務会計 契約 文書管理 

（１）庁内情報の収集不足  公平性       

（２）外部機関情報との整合性確認の不備  正確性       

（３）リスク評価と対応の充実化の余地  正確性       

（４）始業・終業時刻の確認不備     合規性    

（５）業務集約化の検討不足      効率性   

（６）合理的根拠を欠いた私費会計      合規性   

（７）必要性に乏しい団体会計      必要性   

（８）会計事務の不備（団体会計）      合規性   

（９）会計事務の不備（学校徴収金）      合規性   

（１０）代替評価の検討不足      有効性   

（１１）電子媒体化による業務効率化の余地    効率性     

（１２）ICT活用による業務効率化の余地  効率性       

（１３）電子決裁の低利用        
正確性 
効率性 

 

 

（１）庁内情報の収集不足 

市内に事務所等を有する法人は法人市民税の納税義務を有するが、これを整理すると以下のと

おりである。 

 

納税義務者 均等割 法人税割 

市内に事務所や事業所を有する法人  

（地方税法第 294条第 1項第 3号） 

課税 課税 

市内に事務所や事業所を有しないが、寮、保養所等を有する

法人 

（地方税法第 294条第 1項第 4号） 

課税 非課税 

市内に事務所、事業所を有する、法人税法上の公益法人等 

（地方税法第 12条、第 294条第 1項第 3号、第 294条第 7項） 

課税 課税（収益事業を行っ

ていない場合は非課税） 

市内に事務所、事業所を有する、法人でない社団または財団

で代表者または管理人の定めのあり、かつ収益事業を行うも

の 

（地方税法第 294条第 8項） 

課税 課税 

 

市の説明によると、市が実施している法人市民税に係る未申告法人の調査は、課税の基礎数値

の１つが法人税（国税）となるため、国税との連携を基本とし、必要に応じ県税等とも連携し、
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本店登録地や代表者の居住地を訪問する等の実態調査を実施している、とのことである。 

 

【現状の問題点（意見）】 

市では、庁内情報の収集、調査による未申告法人の調査を現在、実施していないが、効果的

な調査手法として庁内情報の収集による未申告法人の調査の実施が考えられる。例えば、飲食

業において、保健所に提出された営業許可申請の情報と市民税課に提出された事業所開設届出

の照合により、未申告の可能性ある事業者を抽出することで、効果的な未申告法人の調査が可

能となる。 

この点に関する市の説明は以下のとおりである。 

 平成 30年 8 月末現在の営業許可施設 4,890件のうち、事業所開設届出の提出ない法人が

59件ある。 

 個々の営業実態の調査等が必要であり、当該 59件全てが法人市民税の未申告法人とは限

らないものの、国税、県税等との情報連携のみでは捕捉できない未申告法人が含まれて

いる可能性もある。 

法人市民税に係る未申告法人の調査において、課税の公平性の観点から、庁内情報の収集、

調査による業務合理化の余地があると考えられる。 

 

【解決の方向性】 

未申告法人の調査に限らず、庁内情報の連携による合理化の余地のある業務がないか検討す

る。 

 

 

（２）外部機関情報との整合性確認の不備 

固定資産税は毎年 1月 1日に、固定資産を所有している人が、その固定資産の価格をもとに算

定された税額をその固定資産の所在する市町村に納める税金であり、課税対象と納税義務者は以

下のとおりである。 

 

 課税対象 納税義務者 

土地 田、畑、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、

原野その他の土地 

登記簿または土地補充課税台帳に所有者

として登記または登録されている人 

家屋 住家、店舗、工場（発電所及び変電所を含

む）、倉庫その他の建物 

登記簿または家屋補充課税台帳に所有者

として登記または登録されている人 

償 却

資産 

土地及び家屋以外の事業の用に供するこ

とができる資産で、構築物、機械及び装置、

車両・運搬具、工具・器具・備品等 

償却資産課税台帳に所有者として登録さ

れている人 

出所：資産税課作成資料 

 

土地・家屋の課税の基礎となる主な情報は登記簿によるため、登記所から市に登記情報の通知

がなされる。 
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登記所（法務局）  市  納税義務者 
不動産登記 ⇒ 固定資産税課税

台帳 
⇒  

 登記情報
の通知 

 賦課決定  

 

登記情報の通知に関連して、事務の効率化や通知もれの防止等の観点より、平成 18 年より電

子通知が実施されている。 

 

標記については、地方税法第３８２条の規定に基づき、管轄登記所から市町村長への登記情報

の通知が行われ、同法第４２２条の３の規定に基づき、市町村長から管轄登記所へ固定資産の価

格等の通知が行われています。 

 これら市町村長と登記所間における通知について、行政文書等の電子化の進展や行政事務の効

率化の観点から、総務省と法務省の間で従来の紙媒体の通知を電子媒体により実施（以下、「電

子通知」という。）する検討を行ってきたところですが、今般、下記のとおり協議が整いました。 

 今後、電子通知の実施にあたっては、今回の決定事項を踏まえ、個々の市町村長と管轄登記所

間で実施の細目について協議を行い、調整が終了した市町村から順次導入することとなりますが、

これにより事務の効率化、通知漏れの防止等の効果が図られることから、導入に向けて積極的な

検討をお願いします。 

 また、貴都道府県内の市町村に対してもこの旨ご連絡願います。 

 なお、このことについては、法務省から法務省民二第７４０号（平成 18年 3月 31日付）及び

事務連絡（同日付）が別添のとおり法務局民事行政部及び地方法務局に通知されていますので、

申し添えます。 

出所： 市町村長と登記所間における通知の電子媒体による実施について（平成18年3月31日 総

務省自治税務局固定資産税課長） 
 

一方、市の固定資産税業務の状況は以下のとおりである。 

 平成 18 年より電子通知が実施されているものの、市では登記情報の通知を紙媒体で受領

し、固定資産税課税台帳への反映は手作業で実施している。 

 登記簿要約書情報はデータベース化されており、１筆１行の CSV 出力が可能であるため、

平成 27 年度に土地を対象に、登記簿要約書情報データと固定資産（土地）課税台帳情報

データ全件（370,495件）の照合を実施した。当該照合結果は以下のとおりであるが、検

出された課税誤りには、少なからずパンチミス（入力ミス）によるものが含まれている。 
 

照合結果の区分 土地課税台帳の件数（件） 備考 

一致 285,246  

不一致 課税誤り 463 平成 28年度土地課税台帳を更正、還

付・返還の事案への対応を実施 

その他 84,786 所有者氏名・町名の外字によるもの、

国・県・市等の所有に係る人的非課

税物件 

合計 370,495  

出所：資産税課作成資料 
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【現状の問題点（指摘）】 

土地を対象に市が実施した登記データと課税データの照合で検出された課税誤りには、少な

からずパンチミス（入力ミス）によるものが含まれている。市は、法務局の変更登記情報を紙

媒体で受領し、固定資産税課税台帳への反映を手作業で実施しており、かつ、登記データと課

税データの照合を毎年実施していないため、賦課課税情報の正確性の観点より、その適否が問

題となる。 

この点につき、市の説明によると、現行システムの改修費用（4 百万円程度の見込）を考慮

すれば、以下の事情により電子通知を利用しない現在の業務を継続することはやむを得ないも

のである、とのことである。 

 法務局から提供される CSVデータは外字が表示されないため、システム導入後も紙媒体で

の情報提供は継続し、電子データとの二重の照合作業が必要であること 

 平成 18年の電子通知後、法務局と協議を行い、平成 23年 9月に電子化（「法務局から市

への登記情報」及び「市から法務局への固定資産価格通知」）を一括で行う旨両機関で合

意したものの、市の予算上の都合により、電子化の実現に至っていないこと 

 平成 27年において電子媒体で登記データと課税データの突合を行ったこと 

 平成 28年に、法務省登記情報システム更改予定（平成 32年度）が判明したため、当該シ

ステム更改の仕様の発表に沿って平成 32年度にシステム改修を行う方向としたこと 
 

しかし、法務局との合意を踏まえ、平成 23年度以降、電子化の活用により登記データと課税

データの自動照合も可能だったと考えられる。平成 27年度に市が実施した土地課税台帳の照合

では少なからずパンチミス（入力ミス）による課税誤りが検出されているが、家屋課税台帳の

照合は土地と課税対象の捉え方が異なるため、登記が実態を反映しているとは限らないことを

理由に未実施である。登記と実態の乖離は照合の実施方法や範囲の問題であり、照合を行わな

い合理的理由とまでは考え難いため、家屋課税台帳に係る賦課課税データの正確性が適切に検

証されているといえるか疑問である。 

 

【解決の方向性】 

登記データと課税データの照合を定期的に実施し、賦課課税データの正確性を検証する。 

平成 32年度の法務省登記情報システム更改に伴い、異動通知のオンライン化により固定資産

税業務（登記データと課税データの自動照合を含む）の合理化が期待される点にも留意する。 
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出所： 内閣府規制改革推進会議第 14 回投資等ワーキング・グループ資料 3－2（平成 29年
4月 20日 法務省民事局） 

 

 

（３）リスク評価と対応の充実化の余地 

固定資産税及び都市計画税は課税権者が税額を決定する賦課課税方式が採用されている。土

地・家屋に係る固定資産税及び都市計画税について、市の課税誤りによる税額修正の状況は以

下のとおりである。 

（単位：千円） 

処理年度 
 
事由 

27年度 28年度 29年度 

追徴税額 還付・返還税額 追徴税額 還付・返還税額 追徴税額 還付・返還税額 

非課税規定の適用 - 12,886 - 4,777 - 39,170 

課税地目の変更 - 2,308 133 3,841 - 19,601 

課税地積の変更 - 625 - 7,680 - 489 

土地単価の訂正 - 5,845 - 5,976 - 1,167 

住宅用地割合の変更 36 34,897 - 10,031 - 19,909 

課税床面積の変更 - - - - - 50 

滅失家屋の課税取消 - 504 - 168 - 9 

合計 36 57,067 133 32,476 - 80,398 

出所：資産税課作成資料 

（注）金額は平成 30年 3月 31日までにおける税額の修正累計額を表す。 
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一方、市では平成 30年度より固定資産課税台帳の適正化の一環として、２つの税額修正要因

を対象とした事後点検調査を実施している。平成 30 年 11 月末時点における調査結果の状況は

以下のとおりである。 
 

 
調査対象 調査実施件数 

税額修正の検出 

件数（件） 金額（千円） 

住宅用地の特例措置 市街化区域約 74,000画地 17,000画地 6 444 

非課税規定の適用措置 物的非課税物件約 1,500筆 同左 － － 

出所：資産税課作成資料 

（注1） 検出された税額修正は全て減額修正であり、金額は還付・返還額を表す。 

（注2） 「住宅用地の特例措置」については平成 30年度より 5年間で事後点検調査を実施す

る計画である。 

 

内部統制の有効性の判断の規準となる内部統制の基本的要素の 1 つに、「リスクの評価と対

応」が挙げられている。 

 

②リスクの評価と対応 

 リスクの評価と対応とは、組織目的の達成に影響を与える事象について、組織

目的の達成を阻害する要因をリスクとして識別、分析及び評価し、当該リスクへ

の適切な対応を選択するプロセスをいう。 

出所： 「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）」（平
成 30年 7月 27日 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会） 

 

市では、課税誤りによる税額修正リスクに関するリスクの評価と対応を以下のように整理し

ている。 
 

税額修正事由 
市における左記リス
クの評価 

業務処理上の課題（リス
ク要因） 

左記リスクへの対応 

非課税規定の適
用 

大（過大課税リスク） 
現況変化の課税台帳への
未反映 

土地・家屋・償却資産 3 係
の情報共有、連携強化 

課税地目の変更 大（過大課税リスク） 地目の判定誤り 
評価補助員の評価能力向上 
納税義務者からの情報提供
促進 

課税地積の変更 中（過大課税リスク） 
登記地積と現況地積の相
違修正 

入力ミスのダブルチェック 

土地単価の訂正 中（過大課税リスク） 全ての要因が影響 評価補助員の評価能力向上 

住宅用地割合の
変更 

大（過大課税リスク） 
住宅用地の判定誤り（家
屋情報の誤りを含む） 

土地・家屋係の情報共有、
連携強化 

課税床面積の変
更 

小 － － 

滅失家屋の課税
取消 

小 － － 

   出所：資産税課作成資料 
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【現状の問題点（意見）】 

平成 30年度より市が実施している事後点検調査は、税額修正事由「非課税規定の適用」や「住

宅用地割合の変更」に係るリスクへの対応の一環で実施しているものと考えられる。 

しかし、市が整理しているリスクの評価と対応に関する以下の点を考慮すると、税額修正リ

スクに係るリスクの評価と対応の充実化の余地があると考えられる。 

 税額修正事由「課税地目の変更」について、市のリスク評価は「大（過大課税リスク）」

と識別しているが、「評価補助員の評価能力向上・納税義務者からの情報提供促進」で

リスクへの対応が十分といえるか疑問であること 

 「固定資産税及び都市計画税に係る税額修正の状況調査結果」（平成 24年 8月 28日 総

務省自治税務局固定資産税課）によると、増額修正の割合は、土地の増額修正 32.0％、

家屋の増額修正 40.5％となっている。市の説明によると、「評価額が高いのではないか」

との納税義務者からの申出に基づいて調査した結果、実態が変化していることが判明し、

税額修正することが多いため、市では減額修正に偏る傾向にある、とのことである。し

かし、納税義務者から増額修正の申出を期待するのは難しいことを鑑みると、市におい

て増額修正（過小課税）リスクが小さいと判断する根拠が不十分と考えられること 

 

【解決の方向性】 

賦課課税方式である固定資産税の課税誤りは過大課税（還付・返還リスク）ないし過小課税

リスクがある点を踏まえ、税額修正リスクに係るリスクの評価と対応の充実化を図る。 
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（４）始業・終業時刻の確認不備 

市では、職員の出退勤管理は各職員が人事庶務システム上、出勤申告を行い、出勤簿として記

録している。 

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置については、以下のように示されている。 

 

１ 趣旨 

労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けていることから、

使用者は、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する責務を有している。  

しかしながら、現状をみると、労働時間の把握に係る自己申告制（労働者が自己の労働時

間を自主的に申告することにより労働時間を把握するもの。以下同じ。）の不適正な運用等

に伴い、同法に違反する過重な長時間労働や割増賃金の未払いといった問題が生じているな

ど、使用者が労働時間を適切に管理していない状況もみられるところである。  

このため、本ガイドラインでは、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置を

具体的に明らかにする。 

（中略） 

４ 労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置  

（１）始業・終業時刻の確認及び記録  

使用者は、労働時間を適正に把握するため、労働者の労働日ごとの始業・ 終業時刻

を確認し、これを記録すること。  

（２）始業・終業時刻の確認及び記録の原則的な方法  

使用者が始業・終業時刻を確認し、記録する方法としては、原則として次のいずれか

の方法によること。  

ア  使用者が、自ら現認することにより確認し、適正に記録すること。  

イ  タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎と

して確認し、適正に記録すること。  

（３）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置  

上記（２）の方法によることなく、自己申告制によりこれを行わざるを得ない場合、

使用者は次の措置を講ずること。 

ア  自己申告制の対象となる労働者に対して、本ガイドラインを踏まえ、労働時間の実

態を正しく記録し、適正に自己申告を行うことなどについて十分な説明を行うこと。  

イ  実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、本ガイド

ラインに従い講ずべき措置について十分な説明を行うこと。  

ウ  自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否かについて、

必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。 

特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記録など、事業場内にいた時間の分かる

データを有している場合に、労働者からの自己申告により把握した労働時間と当該デー

タで分かった事業場内にいた時間との間に著しい乖離が生じているときには、実態調

査を実施し、所要の労働時間の補正をすること。  

エ  自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その理由等を労働者

に報告させる場合には、当該報告が適正に行われているかについて確認すること。 

その際、休憩や自主的な研修、教育訓練、学習等であるため労働時間ではないと報

告されていても、実際には、使用者の指示により業務に従事しているなど使用者の指

揮命令下に置かれていたと認められる時間については、労働時間として扱わなければ

ならないこと。 

オ  自己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものである。このた

め、使用者は、労働者が自己申告できる時間外労働の時間数に上限を設け、上限を超
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える申告を認めない等、労働者による労働時間の適正な申告を阻害する措置を講じて

はならないこと。  

また、時間外労働時間の削減のための社内通達や時間外労働手当の定額払等労働時

間に係る事業場の措置が、労働者の労働時間の適正な申告を阻害する要因となってい

ないかについて確認するとともに、当該要因となっている場合においては、改善のた

めの措置を講ずること。  

さらに、労働基準法の定める法定労働時間や時間外労働に関する労使協定（いわゆ

る 36 協定）により延長することができる時間数を遵守することは当然であるが、実

際には延長することができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、記録上こ

れを守っているようにすることが、実際に労働時間を管理する者や労働者等において、

慣習的に行われていないかについても確認すること。 

出所：労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン（平成

29年 1月 20日 厚生労働省) 

 

【現状の問題点（指摘）】 

市の出退勤管理は自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行っているため、使用

者として、自己申告制による場合の必要な措置を講じているか問題となる。 

この点につき市の説明によると、時間外勤務が生じた場合には職員の事前申請と所属長によ

る勤務時間の確認が行われることとなっており、労働時間は適切に管理されている、とのこと

である。 

しかし、自己申告された労働時間と実際の労働時間の乖離状況の把握が十分に行われていな

い。実際、個別検出事項「３（３）時間外勤務の過小認識の懸念」に記載のとおり、自己申告

による労働時間とパソコンの使用時間に乖離のある職員が少なからず検出されているものの、

これらが労働時間の補正を要するものかどうか明らかでないことから、市が自己申告制による

場合の必要な措置を講じているとは認められない。 

 

【解決の方向性】 

自己申告制によるのであれば、自己申告された労働時間と実際の労働時間の乖離状況の調査

を行い、所要の労働時間の補正を要する実態がないことを確かめる。 
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（５）業務集約化の検討不足 

学校徴収金は、市立学校における教育活動上必要となる経費のうち、受益者負担が適当と考え

られるもので、校長が保護者から徴収する経費をいう。市では、市立学校における学校徴収金の

取扱いを「盛岡市学校徴収金事務取扱要領」として定めているが、当該内容については「添付資

料２．盛岡市学校徴収金事務取扱要領」を参照されたい。 

学校徴収金のうち、例えば、各市立学校における学校給食費の納入方法は以下のとおりである。 

 

 件数 構成比 

① 児童・生徒が学校持参 8 9.4 

② 保護者が学校持参 10 11.8 

③ PTAが集金のうえ学校持参 3 3.5 

④ 口座振込 10 11.8 

⑤ PTAが集金のうえ口座振込 10 11.8 

⑥ 口座引落 44 51.8 

合計 85 100.0 

出所：教育委員会事務局作成資料 

（注） 複数の納入方法を採用している学校があるため、件数合計と学校数（小中学校 65校）

は一致しない。 
 

各市立学校別の学校給食費の納入方法については「添付資料１．学校給食費の管理状況（学校

別）」を参照されたい。 

一方、学校徴収金の徴収・管理について、下記のような改善方策の提示や通知がなされている。 

 

（２）学校給食費などの学校徴収金会計業務の負担から教員を解放する 

○ 学校給食費等の学校徴収金は、多くの学校において、その徴収・管理業務を教員が担っ

ている状況がある。とりわけ、未納者が多い学校では、未納金の徴収について、教員に

大きな負担が生じている状況である。文部科学省の調査においても、給食費の集金や支

払、未納者への対応等への負担感が高いことが明らかとなっている。 

○ 一方、学校給食費を公会計化し、徴収・管理等の業務を教育委員会や首長部局に移行

した自治体においては、教員の時間的かつ精神的な負担が大きく減少しているほか、一

般会計に組み入れられることにより、会計業務の透明性が図られるとともに、年間を通

じて安定した食材調達等が可能となったなどの効果が報告されている。 

○ こうした状況等を踏まえ、学校現場の負担軽減等の観点から、教員の業務としてでは

なく、学校を設置する地方自治体が自らの業務として学校給食費の徴収・管理の責任を

負っていくことが望ましい。このため、地方自治体の会計ルールの整備や徴収員の配置

の促進、徴収・管理システムの整備など、学校を設置する地方自治体等が学校給食費の

徴収・管理業務を行うために必要な環境整備を推進する必要がある。 

○ また、学用品費や修学旅行費等の学校徴収金の徴収・管理業務についても、課題を整

理した上で、学校給食費と同様に必要な環境整備を推進する必要がある。 

○ このほか、教員と事務職員の役割分担を図った上で、教育委員会の下に学校事務の共

同実施組織を設け、事務職員の連携・協働により、事務処理を効率的に執行し、事務処
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理の質の向上を図る取組が広がっている。学校事務体制を強化するとともに、学校給食

費を含む学校徴収金の徴収・管理業務の一体的な実施等の業務改善を図るためにも、学

校事務の共同実施を推進していくことが重要である。 

 

＜具体的な改善方策＞ 

【国】 

◆学校現場における学校給食費の会計業務に係る負担を軽減するため、以下の取組を

推進する。 

・地方自治体等による学校給食費会計業務の実証研究の実施 

・会計業務の実態調査・分析 

・学校給食費の会計業務に係る先進事例の収集・発信 

・学校給食費の会計業務に係るガイドラインの検討 

◆学校給食費以外の学校徴収金の徴収・管理業務についても、実証研究等を行い、課

題を整理した上で、学校給食費と同様、必要な支援を行う。 

◆学校事務の共同実施を行うための組織を法律上明確化するほか、共同実施の優良事

例の収集や周知を行うなど、学校における事務機能の強化を促進する。 

 

【教育委員会】 

◆学校給食費の徴収・管理業務について、教員の業務としてではなく、学校を設置す

る地方自治体の業務として、首長部局と連携して、地方自治体の会計ルールの整備

や徴収員の配置、徴収・管理システムの整備など、地方自治体が学校給食費の徴収・

管理業務を行うために必要な環境整備を推進する。 

◆教育委員会は、事務の共同実施を進めるために、規則等の見直しなど必要な支援を

行う。 
 
 

出所： 学校現場における業務の適正化に向けて（文部科学省「次世代の学校指導体制にふ

さわしい教職員の在り方と業務改善のためのタスクフォース」平成 28年 6月 13日） 

 

③学校徴収金の徴収・管理 

 学校徴収金は、銀行振り込み・口座引き落としによる徴収を基本とし、その徴収・管

理を学校ではなく、教育委員会事務局や首長部局が担っていくこと。仮に、学校が担わ

ざるを得ない場合であっても、地域や学校の実情に応じて事務職員等に業務移譲しなが

ら、教師の業務としないようにすること。 

出所： 学校における働き方改革に関する緊急対策の策定並びに学校における業務改善及び

勤務時間管理等に係る取組の徹底について（平成 30年 2月 9日 文部科学事務次官

通知） 
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【現状の問題点（意見）】 

学校徴収金の徴収・管理の取扱いが各学校によって異なることから、業務集約化による業務

改善の余地が認められるかどうかが問題となる。 

この点につき、市の説明によると、市では「盛岡市学校徴収金事務取扱要領」を定めており、

学校徴収金の徴収・管理は各学校に委ねられていることから、現時点で業務集約化による業務

改善の検討は行っていない、とのことである。 

しかし、以下の点を考慮すると、組織運営の合理化（地方自治法第 2条第 15項）の観点より

十分な検討が行われているといえるか疑問である。 

 内部管理業務の集約化により、教員の業務負荷軽減が図られること 

 学校徴収金の会計事務の不備が検出された（個別検出事項「１（９）会計事務の不備（学

校徴収金）」を参照）が、内部管理業務の集約化により、事務処理の質の向上が期待でき

ること 

 

【解決の方向性】 

学校徴収金の徴収・管理業務について、業務の一元化・集約化（事務の共同実施を含む）に

よるメリット評価を行い、業務集約化による業務改善の余地がないか検討する。 
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（６）合理的根拠を欠いた私費会計 

市では、学校徴収金を市の歳入と扱わず、私費会計として取り扱っている。「私費会計」につ

いて明確な定義はないが、市の歳入歳出を扱う公会計の概念と対比して、保護者から徴収した学

校徴収金を市の歳入と扱っていないものの総称と定義し、以下、この定義にて記載する。 

学校徴収金のうち、保護者から納入された学校給食費を例に資金の流れを整理すると以下のと

おりである。 
 

保護者 

 

 

⇒ 

給食費の
納入 

 

 

⇒ 

学校（各学
校長名義の
預金口座で
管理） 

⇒ 

食材費の支払（学校単独の場合） 

給食食材
業者 

  
 

⇒ 

食材費の支払 

 

⇒ 

⇒ 

送金 
 

学校給食セン
ター運営委員
会（都南、玉山） 

   

中学校給食運営協議会 

出所：教育委員会事務局の説明をもとに包括外部監査人が作成 

 

市は、保護者の負担する学校給食費を公会計上の歳入とする必要はない、とする以下の行政実

例を根拠に、学校給食費を私費会計と整理している。 

 学校給食費の徴収、管理上の疑義について（昭和 32 年 12 月 18 日文部省管理局長から福

岡県教育委員会教育長あて回答） 

 学校給食費の徴収管理上の疑義について（昭和 33 年 4 月 9 日文部省管理局長から北海道

教育委員会教育長あて回答） 

 

市の学校給食費の状況（平成 29年度）は以下のとおりである。 
 

 収入金額（千円） 

盛岡市中学校給食運営協議会 47,430 

盛岡市都南学校給食センター運営委員会 261,254 

盛岡市玉山学校給食センター運営委員会 43,083 

単独調理場（30 校 28場） 534,147 

ミルク給食（3校） 14,405 

合計 900,319 

出所：教育委員会事務局作成資料 

 

一方、学校における働き方改革の観点より、学校給食費については公会計を基本とする方向性

が示されている。 

 

【学校徴収金の徴収・管理】 

〇 学校給食費については公会計化することを基本とした上で、地方公共団体がその徴

収・管理を行っている先行事例も踏まえ、文部科学省において公会計化導入に向けたガ

イドラインを作成し、各地方公共団体に公会計化をするよう促す。また、それ以外の学



27 

校徴収金についても、文部科学省と先進的な地方公共団体とが協力し、公会計化に向け

た好事例を提示する。 

出所：学校における働き方改革に関する緊急対策（平成 29 年 12 月 26 日 文部科学大臣決定） 

 

【現状の問題点（意見）】 

学校給食費の徴収管理に係る会計制度として公会計または私費会計のいずれを採るかは、設

置者である市の裁量に委ねられていると考えられる。市では学校給食費を私費会計と扱ってい

ることから、徴収管理の全ての場面でその取扱いの適否が問題となる。 

この点につき、私費会計の取扱いに関する市の説明と、これに対する包括外部監査人の所見

を整理すると以下のとおりである。 
 

徴収管理の場面 私費会計の取扱い（市の説明） 包括外部監査人の所見 

１）学校給食費に

係る契約関係 

給食利用者（児童生徒の保護者及び

教職員）で組織する団体が運営して

いる事業である。 

運営団体は、中学校給食運営協議

会、都南学校給食センター運営委員

会、玉山学校給食センター運営委員

会であり、単独調理場の学校におけ

る運営団体は組織されていない。 

市職員が学校給食費の管理に関与している

が、以下の点を考慮すると、学校給食費の管

理責任が不明確である。 

 単独調理場の学校における運営団体が

組織されていないこと 

 学校給食費の預金口座が運営団体名義

ではなく、各学校長名義の預金口座に

なっていること 

２）学校給食費の

出納管理 

学校給食費の私費会計を認めた行

政実例に沿っているため、出納管理

を定めた地方自治法第171条の規定

は当たらない。 

－ 

３）現金等の保管 「債権の担保として徴するもののほ

か、普通地方公共団体の所有に属し

ない現金又は有価証券は、法律又は

政令の規定によるのでなければ、こ

れを保管することができない。」（地

方自治法第 235 条の 4 第 2項）に定

める「普通地方公共団体の所有に属

しない現金」は歳入歳出外現金であ

り、私費である給食費はこれに該当

しないため、当条項の規定に反する

ものではない。 

学校において給食費に係る現金を保管してい

るケースが認められるが、学校給食費を市の

事務として処理していないため、現金保管者

個人が私人の立場で保管していると考えられ

る。下記「逐条地方自治法」にて解説されて

いるような趣旨を考慮すると、市の所有に属

しない現金を保管している現状が地方自治法

第 235条の 4第 2項の規定に反していないと

いえるか疑問である。 

４）給食費の債権 給食費の債権者は給食利用者の運

営団体である。 

学校給食費に関する保護者への案内に際し

て、市の行政組織とは異なる運営団体が管理

していることを明示していないため、債権の

帰属が運営団体といえるか不明確である。 

５）職務専念義務 学校業務の一環として私費会計を管

理しているため、私費会計は市の業

務であり、職務専念義務の問題は生

じない。 

会計上の取扱い（公費ではなく私費）と業務

上の取扱い（市の業務）に齟齬が生じている。 

私費を職務上扱うことは職務専念義務違反の

問題が生じ得る。 
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歳入歳出外現金の制度は、普通地方公共団体が責任をもって現金の保管に当たる趣旨から法定

され、整理されたのであるから、このほかにさらに普通地方公共団体が無制限にその所有に属し

ない、いわゆる“雑部金”のような現金を保管することは考えられないところである。つまり、

制度上は、さらに“雑部金”というような現金は残り得ないということであり、普通地方公共団

体が財務規則等により任意に“雑部金”の制度を設けることはできないものである。仮に法律又

は政令の規定によらない現金の保管があったとすれば、その現金の保管者個人が一般の私人と同

じ立場において保管しているということになろうが、運用としては、このような私人としての現

金の保管は、責任の所在を不明りょうにするものであり、はじめから保管しないように厳に留意

する必要があろう。 

出所：逐条地方自治法（松本英明著 学陽書房） 

 

私費会計の取扱いに関する整理が十分できていないと認められるため、市における現行の学

校給食費の徴収管理によって、私費会計とする合理的根拠は希薄である。市は学校給食費の私

費会計を認めた行政実例を根拠に私費会計の適法性を主張しているが、法令、通達、通知と異

なり、所轄行政機関の意見の表明（照会に対する回答）である行政実例をもって、学校給食費

の徴収管理の全ての場面（契約関係、現金等の保管、給食費の債権）の取扱いの妥当性まで説

明することには無理がある。 

 

【解決の方向性】 

義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施されるように努め

なければならない（学校給食法第 4 条）ことを念頭に、学校給食費に係る契約関係、現金等の

保管、給食費の債権の取扱いを、私費会計との整合性の観点より整理する。 

私費会計とする合理的説明付けが困難な場合、公会計に移行する。 
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（７）必要性に乏しい団体会計 

市では、市に事務局を設置している団体（以下「団体会計」という。）を対象に毎年度、調査

を実施している。平成 29 年度における団体会計の状況については「添付資料４．市に事務局を

有する団体」を参照されたい。 

今回の包括外部監査の対象とした団体会計は以下のとおりである。 

（単位：千円） 

№ 名称 担当課 29年度決算 
30 年 度 負
担・補助金 

29 年度末現
金残高 

11 
盛岡市愛宕町職員駐車場

利用者会 
管財課 7,554 - 11,144 

28 太田地区自治会協議会 太田支所 808 116 759 

73 盛岡市農業再生協議会 農政課 7,606 6,006 - 

97 
もりおか環境緑化まつり

実行委員会 
公園みどり課 1,728 2,261 9 

109 
盛岡市玉山地域農業再生

協議会 
産業振興課 3,654 3,340 - 

121 
盛岡市中学校給食運営協

議会 

（教）学務教

職員課 
49,434 - 8,385 

136 

乙部地区自治公民館連絡

協議会・乙部地区町内会

連絡協議会 

乙部地区公民

館 
713 698 98 

140 
盛岡市都南学校給食セン

ター運営委員会 

都南学校給食

センター 
258,179 - 8,311 

141 
盛岡市玉山学校給食セン

ター運営委員会 

玉山学校給食

センター 
43,040 - 1,109 

出所：職員課作成資料 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

団体会計は市の事務事業ではなく当該団体の事務事業と整理されているが、市に事務局を設

置していながら、あえて団体の事務事業と整理する必要性が認められるかどうかが問題となる。 

この点につき、市の事務事業ではなく、あえて団体の事務事業と整理する必要性に乏しい団

体会計が検出された。 

 

■盛岡市愛宕町職員駐車場利用者会（No.11） 

市有地（2,778 ㎡）及び民有地（3,055 ㎡ 市が賃借）で構成される愛宕町職員駐車場は多

くの職員が利用していることから、職員駐車場の適正な管理及び駐車場の円滑な利用を図る団

体として利用者会を組織し、利用料のとりまとめや環境整備等を行っているものである。 



30 

平成 29年度における団体会計の収支の内訳は以下のとおりである。 
 

 金額（千円） 備考 

前年度繰越金 9,105  

収入 
利用料 5,036 受益者負担は 1 人月 3,000 円（利用料 2,000

円、維持管理費 1,000円） 維持管理費 2,518 

支出 
市への支出 △5,036 

利用料収入と同額を市に支出 

＜参考＞ 

市有地（2,778㎡）に係る適正な貸付料相当額

6,766千円 

民有地（3,055㎡）に係る支払地代 4,530千円 

管理費の支出 △479 除雪費 

次年度繰越金 11,144  

出所：管財課資料をもとに包括外部監査人が作成 
 

市の説明によると、以下の点より、利用者会を介することで駐車場利用料の徴収等の業務を

効率化している、とのことである。 

 駐車場利用料の徴収について、一般職員からは給与から控除し利用者会に納入され、利

用者会から一括で市に納付されている。 

 仮に市が直接管理する場合は、各利用者に個別に納入通知を行い、債権管理を行う必要

があるため、徴収事務等が煩雑になり、確実な徴収に影響を及ぼす恐れがある。 

 

しかし、利用料収納事務の大半は利用者である市職員からの給与天引きで行われているので

あるから、「利用者会の設置に伴う会運営事務の増加」を上回る程の業務の効率化が図られて

いるか明らかでない。利用料のとりまとめや環境整備は団体会計とせずとも可能であるから、

あえて団体会計を介在させ、団体会計に多額の資金をプールする合理的理由が認められるか疑

問である。 

 

■太田地区自治会協議会（No.28）、乙部地区自治公民館連絡協議会・乙部地区町内会連絡協議

会（No.136） 

地区内の自治会・町内会や自治公民館を構成員に設立され、主に構成員の連絡調整や地区の

自治活動を実施している。市の説明によると、市が協議会の事務局として関与する必要性は以

下のとおりである。 

 構成員による協議会の事務局体制確保が難しい事情があること 

 地域によっては、市との合併前の運営体制（自治体が事務局として関与）を継続してい

ること 

 構成員からの負担金徴収、上部団体（盛岡市自治公民館連絡協議会、盛岡市町内会連合

会）からの補助金受入れ、地域団体（防犯、交通、まちづくり）に対する補助金等の交

付の都合上、団体会計として扱う必要があること 
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しかし、以下の点より、市の関与の必要性、ないし団体会計の必要性が認められるといえる

か疑問である。 

 自立的に事務局運営を行っている市内の他地区協議会との比較で、公平性の問題が生じ

得ること 

 事務局体制確保が難しいような協議会が、構成員からの負担金や上部団体からの補助金

交付を受け入れるに値する協議会活動を行っているか疑問であること 

 市の事務事業として実施した場合に生じ得る問題が明らかでないこと 

 

■もりおか環境緑化まつり実行委員会（No.97） 

例年、4 月下旬に開催している「もりおか環境緑化まつり」の事業収支を管理している団体

会計であり、運営費の財源はほぼ市からの負担金で賄われている。 

市の説明によると、団体会計とする理由は以下のとおりである。 

 従前は実行委員会の構成団体から負担金を徴収していた経緯があること。 

 まつりの開催時期（4 月下旬）の都合上、準備期間を含めて２ヶ年度にまたがる事務と

なるため、市の一般会計による予算管理に馴染まないこと。 
 

しかし、運営費は全て４月上旬に市から支出される負担金で賄われているため、あえて団体

会計とする理由が合理的といえるか疑問である。 

 

 

【解決の方向性】 

仮に団体会計がなかった場合に生じ得る問題点を整理し、団体会計の必要性を明確にする。 

あえて団体会計とする合理的理由がなければ、以下の方法により、市の財務会計事務を簡潔

にする。 

 団体会計を廃止し、市の事務事業と整理する 

 市以外に事務局を移管し、財務会計事務に係る市の関与をなくす 
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（８）会計事務の不備（団体会計） 

市では、市職員の不祥事（横領等）防止の観点から、毎年度、職員課による全庁的な団体会計

の調査を実施している。 

平成 30年度に実施した団体会計の調査結果は以下のとおりである。 

 

 対象団体数 出納管理 監査を実施していない団体 

金品等の取扱

いのある団体 

142 全ての団体が

通帳と印鑑を

別管理 

3団体 

No.25盛岡消費者まつり実行委員会（活動休止中） 

No.68石川啄木没後百年記念事業実行委員会（解散

予定） 

No.84岩手県雪対策協議会（運営費全額の拠出先で

ある（公社）雪センターに対する会計報告で代替） 

金品等の取扱

いのない団体 

12 ― ― 

合計 154   

出所：職員課作成資料 

 

 

【現状の問題点（指摘）】 

今回の包括外部監査の対象とした団体会計より、平成 29年度の会計記録を閲覧した結果、会

計事務の不備が検出された。 

 

■もりおか環境緑化まつり実行委員会 

平成 29年度における下記支出について、会計事務の不備と認められる。 
 

支出内容 市の説明 包括外部監査人の所見 

報償費／謝金 198千円 実行委員会は単に緑花まつりを開

催するための団体であり、給与の

支払者でないことから源泉徴収を

行っていない（所得税法第 204 条

第２項第２号）。 

当会は人格のない社団等（所

得税法第 4 条）と認められる

ため、左記理由は当たらず、

源泉徴収もれと考えられる。 

委託料／会場設営等 

1,096千円 

例年、同じ業者に設営等を委託し

ており、見積り合わせ等は行って

いない。 

特命随意契約の理由が不明確

であり、適切な契約手続が行

われたとは認められない。 

 

 

【解決の方向性】 

団体会計といえども市が実質的な経理事務を担っている点を考慮し、定期的に監査を実施す

る。 

市の財務事務に準じた運用ルールとしないものについては、運用ルールを明確にする。 
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（９）会計事務の不備（学校徴収金） 

市では、全ての市立学校の学校徴収金に関する収支情報を把握していないため、今回の包括外

部監査では、市立高校を対象に、学校徴収金の会計別収支明細を入手した。当該一覧については

「添付資料３．学校徴収金会計の明細（市立高校）」を参照されたい。 

 

【現状の問題点（意見）】 

市立高校より提出された資料をもとに、市立高校における学校徴収金の管理状況を確認する

とともに、一部の会計に関する出納簿（平成 29年度）等を閲覧した結果、会計事務の不備が検

出された。 

 

№ 区 分 名 称 
出納
簿の
閲覧 

検出された会計事務の不備 

公費・私費
負担区分 

校長名義の団
体預金口座 

決算報告
の不備 

団体会計
報告もれ 

1 

学校徴収金 

1学年学習関係費      

2 2学年学習関係費      

3 3学年学習関係費 ●     

4 生徒会      

5 
団体会計 
(教育振興会) 

教育振興会 ● ●    

6 全国大会遠征積立金     ● 

7 周年記念事業積立金    ● ● 

8 学校徴収金 進路指導会計      

9 
団体会計 
(教育振興会) 

模試会計     ● 

10 
団体会計 

(PTA) 
PTA ●     

11 団体会計 
(同窓会) 

同窓会   ●   

12 同窓会特別会計   ●  ● 

13 学校徴収金 桜窓会館運営費 ●   ●  

 

■公費・私費負担区分 

市では公費・私費の負担区分に関する明確なルールを定めていない。 

教育振興会における支出のうち、公費・私費の負担区分が不明確な支出が検出された。 

 

年月日 
金額 
(千円) 

支出の内容 
(出納簿の記載) 

市の説明 包括外部監査人の所見 

H29.4.6 611 
教師用指導書
代 

教師用指導書代は全額
私費負担としている。 生徒に対する利益の直接還

元性は認め難く、私費負担
の妥当性を判断できない。 H30.3.12 218 灯油代 

灯油代は公費・私費そ
れぞれで予算化し、購
入している。 
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■校長名義の団体預金口座 

PTA等の関係団体から委任された事務は、関係団体の会則及び事務処理要領に従い、適正に

事務を執り行うものとされている（事務取扱要領第 14）。 

しかし、明確な根拠がないまま、団体費の預金口座名義を校長名義としている会計が２件検

出された。団体費は各団体の財産であるから、特段の取り決めがなければ、預金口座は当該団

体の代表者名義で管理するのが合理的であり、校長名義が適切といえるか疑問である。 

 

■決算報告の不備 

学校徴収金の会計年度は毎年「4 月 1 日から翌年 3 月 31 日」（事務取扱要領第 5）であり、

学校徴収金の決算は、校長名の文書で保護者等に通知するものとされている（事務取扱要領第

12第 1項）。 

しかし、毎年度決算報告を行っていない会計が２件検出され、保護者等に対する決算報告の

不備と認められる。 

 

■団体会計報告もれ 

学校が関係団体から委任された事務は団体会計に該当する。団体会計については「添付資料

４．市に事務局を有する団体」を参照されたい。 

しかし、団体会計としての報告対象外となっている会計が４件検出された。団体会計報告の

網羅性が確保されている心証は得られなかった。 
（単位：千円） 

団体 会計区分 支出額 預金残高 団体会計報告 

教育振
興会 

教育振興会 27,563 3,070 対象 

全国大会遠征積立金 3,504 21,218 

対象外 周年記念事業積立金 - 3,401 

模試会計 2,978 - 

計 34,045 27,689  

同窓会 

同窓会 1,708 906 対象 

同窓会特別会計 - 1,066 対象外 

計 1,708 1,972  

 

 

【解決の方向性】 

公費・私費の負担区分に関する明確なルールを定める。特に義務教育費は無償が原則であり

（憲法第 26条第 2項、教育基本法第 5条第 4項、学校教育法第 6条）、保護者ないし住民に負

担を転嫁してはならない経費がある点に留意する。 

 

区分 経費の内容 関連法令・制度 

保護者ない
し住民に負
担を転嫁し
てはならな
い経費 

建物、施設・設備の整備及び維持修繕に関する費用 地方財政法 

教職員の給与及び旅費等に関する費用 
地方財政法、義務教
育費国庫負担法 

学校図書館の運営に関する費用及び図書の購入費 学校図書館法 

保健室の運営に関する費用 学校保健安全法 

施設・設備に要する経費、人件費、施設・設備の修繕費 学校給食法 

教科書の購入に要する費用 教科書無償給与制度 
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区分 経費の内容 関連法令・制度 

保護者ない
し住民の負
担にできる
経費 

通学に要する費用、教科書を除く学用品、修学旅行に要
する費用、郊外学習に要する費用、クラブ活動に要する
費用 

就学援助制度 

施設・設備に要する経費、人件費、施設・設備の修繕費
以外の経費 

学校給食法 

公有財産とならないで私的所有物になる費用 地方財政法 

 

また、学校徴収金といえども市が実質的な経理事務を担っている点を考慮し、一層の実効性

ある監査を実施する。 
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（１０）代替評価の検討不足 

市では、以下の条例に掲げる手数料等のうち、所定のものを収入証紙により徴収可能とされて

いる（盛岡市収入証紙条例第 2条）。 

 盛岡市手数料条例 

 盛岡市印鑑条例 

 盛岡市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例 

 盛岡市保健所手数料条例 

 盛岡市自転車の安全利用及び利用促進並びに自転車等の放置防止に関する条例 

 盛岡市屋外広告物条例 

 盛岡市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例 

 盛岡市立高等学校授業料等条例 

 

収入証紙により徴収可能な手数料の納付状況（平成 29年度）は以下のとおりである。 

   （単位：千円） 

手数料収入名称 
 証紙による 

納付額 
現金による 
納付額 

合計額 

食品営業許可手数料  15,781  8  15,789  

建築申請手数料  15,361  －  15,361  

屋外広告物許可申請手数料  7,349  －  7,349  

開発行為許可申請手数料  3,941  －  3,941  

高等学校入学考査料及び入学料 ※ 2,429  －  2,429  

臨時運行許可手数料  2,213  －  2,213  

医薬品医療機器等関係手数料  1,804  －  1,804  

医療法関係手数料  1,586  －  1,586  

廃棄物取扱許可審査手数料 ※ 948  －  948  

狂犬病予防手数料  874  8,308  9,182  

動物取扱業許可手数料  812  45  857  

生活衛生営業許可等手数料  760  －  760  

飲料水検査手数料  747  112  859  

浄化槽保守点検業者登録申請手数料 ※ 468  －  468  

毒劇法関係手数料  390  －  390  

自動車リサイクル許可審査手数料 ※ 258  －  258  

土木総務諸証明手数料  208  －  208  

農地関係諸証明手数料  200  －  200  

幼稚園入園料  125  －  125  

犬猫引取手数料  76  －  76  

と畜場許可検査手数料  14  －  14  

浄化槽清掃業許可審査手数料 ※ 10  －  10  

医務薬務関係諸証明手数料  8  －  8  

総務諸証明手数料  6  －  6 
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手数料収入名称 
 証紙による 

納付額 
現金による 
納付額 

合計額 

民生総務諸証明手数料  2  －  2 

国保資格証明手数料  1  －  1  

印鑑登録証明手数料  0  26,041 26,042 

租税証明手数料  0  26,136  26,137 

住民登録証明手数料  0  45,288 45,289 

小計  56,383  105,939 162,323 

収入証紙で徴収可能だが、他の方法で
徴収した手数料（11件） 

 
－ 353,016 353,016 

合計  56,383  458,956 515,339 

出所：会計課作成資料 

（注）表中の「※」は受付窓口近くに、収入証紙の売りさばき窓口（市役所本庁舎、支所、出張

所等）がないものを表す。 

 

市の説明によると、収入証紙の売りさばき窓口が市役所本庁舎、支所、出張所等に限られてい

るものの、多くの手数料（表中の※以外）は、受付窓口近くに売りさばき窓口があるため、利便

性のうえで大きな支障が発生しているとは認識していない、とのことである。 

一方、収入証紙に要する主な費用（平成 29年度）は以下のとおりである。 

 

 金額（千円） 備考 

売りさばき手数料 720 岩手県食品衛生協会（手数料率 3％） 

証紙の印刷費 1,981 
印刷は数年おきに実施（平成 15年度以降の実績は 4回） 
左記金額は金型製造費 1,544千円を含む。 

出所：会計課作成資料 

 

【現状の問題点（意見）】 

手数料の収納方法として、収入証紙以外の方法もあり得ることから、他の手法との代替評価

を適切に行っているかどうかが問題となる。 

この点につき、市の説明によると、申請窓口担当課による現金収納事務がなくなり業務の効

率化が図られること、収入証紙に要する費用と比較し、収入証紙を廃止した場合の追加的な費

用（例えば、現金取扱いに伴うレジスター導入・維持費等）を考慮すると、現行の収入証紙に

よる収納方法は有効なものである、とのことである。 

しかし、最大の管理コストと考えられる人件費が考慮されておらず、収入証紙の管理コスト

と収入証紙を廃止した場合の追加的な発生コストの定量評価が行われていないため、収入証紙

を継続することのメリット評価が明らかではない。手数料の収納方法に関する代替評価の十分

な検討が行われているといえるか疑問である。 

 

【解決の方向性】 

収入証紙の管理コスト（人件費）の精査や利用状況調査を行い、収入証紙継続の有効性に関

する代替評価を行う。代替評価に際しては、収入証紙による収納は、申請窓口と収入証紙売り
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さばき窓口の 2か所の手続が必要となり、市民にとって煩雑になり得ることにも留意する。 

 

 

（１１）電子媒体化による業務効率化の余地 

国民年金に関する事務は日本年金機構が担っているが、一部の事務について法令に基づき市町

村が処理することとされており（法定受託事務）、その主な内容は以下のとおりである。 

 

事務の内容 根拠条文 

１．被保険者（第２・３号被保険者を除く。）の資格の取得・喪失、

種別の変更、氏名・住所の変更等に関する届出を受理し、その届出に

係る事実を審査するとともに、厚生労働大臣に報告すること。 

国法12①・105、国令1

の2 

２．任意加入（高齢任意加入を含む。以下同じ。）及び資格喪失の申

出を受理し、申出に係る事実を審査するとともに、厚生労働大臣に報

告すること。 

国法附則5、改正法附則

（平6） 11①⑤・（平

16）23、国令1の2 

３．任意脱退の承認申請書を受理し、厚生労働大臣に報告すること。 国法 10、国令 1の 2 

４．年金手帳の再交付申請書を受理し、厚生労働大臣に報告すること。 国令 1の 2 

５．保険料の全額、３／４、１／２、１／４の免除、学生納付特例、

若年者納付猶予の申請を受理し、申請に係る事実を審査するとともに、

厚生労働大臣に報告すること。 

国法90・90の2・90の3・

改正法附則（平16）19、

国令1の2 

６．付加保険料納付・辞退の申出または該当・非該当の届出を受理し、

申出に係る事実を審査するとともに、厚生労働大臣に報告すること。 

国法87の2、国令1の2 

７．受給権者からの第１号被保険者期間（任意加入期間を含む）のみ

の老齢基礎年金等の裁定その他給付に係る申請等を受理し、申請等に

係る事実を審査するとともに、厚生労働大臣に報告すること。 

国法 16、国令 1の 2 

８．第１号被保険者（任意加入及び高齢任意加入含む）及び老齢基礎

年金を除く受給権者の死亡に関する届出書を受理し、届出に係る事実

を審査すること。 

国法105、国令1の2 

出所：国民年金制度及び業務の概要について（第 1回社会保障審議会年金事業管理部会 特定保

険料納付申出等に係る承認基準専門委員会 資料２ 平成 27年 7月 6日） 

（注）市町村が行う事実の審査とは、市町村の保有する公簿（戸籍、住民票、市町村民税課税台

帳等）により、住所・氏名・生年月日及び所得の状況等を確認することをいう。 

 

市町村から日本年金機構へ回付される国民年金法に基づく届出報告書については、事務処理の

効率化等を図るため、平成 25 年 4 月より電子媒体化が可能となり、順次、電子媒体化の対象届

書が拡大されている。 

市町村における届書等の事務処理（受付、審査、決裁）フローを、「電子媒体」「統一様式」

「独自様式」別に示すと以下のとおりである。 
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 受付 画像化 
受付登録 

データ化 システム
チェック 

一次審査 二次審査 決裁 

電子
媒体 

作業
担当 

入力・共同委託業者 工程なし システム 職員 職員 職員 

作業
内容 

【紙媒体】 
届書受付 
検疫PC作
業 

ｽ ｷ ｬ ﾅ ｰ で
｢媒体総括
表」を画像
化 
｢経過管理
ｼｽﾃﾑ」に受
付登録 

ｼｽﾃﾑﾁｪｯｸ
(「ｴﾗｰ」
「警告」
等のﾁｪｯ
ｸ） 

主にｼｽﾃﾑﾁｪｯ
ｸ項目の確認 

個別審査、
原簿更新 
一括審査、
原簿更新 

個別決裁 
一括決裁 

統一
様式 

作業
担当 

同上 パンチ委託業
者 

同上 同上 

作業
内容 

【紙媒体】 
届書受付 

ｽｷｬﾅｰで画
像化 
｢経過管理
ｼｽﾃﾑ」に受
付登録 

届書記載内容
のデータ化 
システムによ
る誤入力確認 

同上 

独自
様式
( 統
一様
式以
外） 

作業
担当 

同上 入力・共同委
託業者 

同上 同上 同上 

作業
内容 

同上 届書記載内容
のデータ化 

同上 全件の誤入力
等の目視確認 
主にｼｽﾃﾑﾁｪｯｸ
項目の確認 

出所：週刊年金実務（平成 30 年 5 月 14 日号 社会保険実務研究所）を参考に包括外部監査人が
作成 

 

全国の市区町村で電子媒体化への移行が進んでおり、市は平成 31 年 4 月より電子媒体化への

移行を予定している。 
 

区分 H30.2まで H30.3開始時点 H30.4以降 

電子媒体化 
約 400市区町村 
（約 24％） 

約 1,000市区町村 
（約 59％） 

約 1,300市区町村 
（約 76％） 

様式統一化 
約 1,300市区町村 
（約 76％） 

約 400市区町村 
（約 24％） 

約 300市区町村 
（約 17％） 

独自様式 
約 300市区町村 
（約 17％） 

約 100市区町村 
（約 7％） 

出所：週刊年金実務（平成 30年 5月 14日号 社会保険実務研究所） 

 

今回の包括外部監査において、国民年金業務の電子媒体化への移行による業務効率化の余地に

ついて質問したところ、担当課である医療助成年金課より年 803時間の削減見込との回答が得ら

れた。 
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№ 紙媒体リストの種類 
現行の業務
処理内容 

電子媒体化による処
理方法の変更部分 

処理作業 削 減 時
間（年） 入力(秒)/件 件数/年 

1 
処理結果一覧表（得喪・付
加・法免・喪失申出など） 

リストを基
に 各 個 人
ファイルを
確 認 し 、
データ手入
力及び処理
結果の押印 

年金システムへ
のデータ取込み 

40 40,320 448 

2 
第 1 号・3号被保険者資格
喪失者一覧表 

40 9,157 102 

3 
国民年金保険料免除納付
猶予申請書承認通知書・却
下通知書一覧表 

60 10,881 181 

4 
国民年金保険料学生納付
特例申請書承認通知書・却
下通知書一覧表 

60 4,337 72 

合計 803 

出所：医療助成年金課作成資料 

（注）処理作業の「入力」は平均入力時間、「件数」は平成 29年度実績件数を表す。 

 

【現状の問題点（意見）】 

市が検討した上記結果を踏まえると、現行の業務処理において一定の時間削減効果が見込ま

れるため、電子媒体化による業務合理化の余地が認められる。 

 

【解決の方向性】 

業務プロセスの改善手法を取り入れながら、電子媒体化による業務合理化を推進する。 
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（１２）ICT活用による業務効率化の余地 

ICT（情報通信技術）には情報処理の有効性、効率性等を高める効果があるため、社会の様々

な領域で ICT活用が推進されている。自治体業務においても、ICT活用による業務効率化の推進

が求められている。 

 

5）地方公共団体における AI・RPA等による業務効率化の推進（◎総務省） 

 本格的な人口減少社会となる 2040 年（平成 52 年）頃を見据え、希少化する人的資源を本来

注力するべき業務に振り向けるため、自治体の業務のあり方そのものを刷新することが必要で

ある。 

 窓口業務等に限定せず、自治体行政の様々な分野で、団体間比較を行いつつ、ICTや AI等を

活用した標準的かつ効率的な業務プロセスを構築する。 

出所： デジタル・ガバメント実行計画（平成 30 年 7 月 20 日 デジタル・ガバメント閣僚会議

決定） 

 

自治体業務における ICT活用について、例えば以下の事例が示されている。 

 

出所：地方公共団体における行政改革の取組（総務省 平成 30年 3月 28日公表） 

 

今回の包括外部監査において、ICT活用による業務効率化の余地について質問したところ、以

下の担当課より回答が得られた。 
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■市民税課 

RPA導入による業務効率化の可能性を検討した結果、以下の業務において RPA活用による職員

の業務従事時間削減を見込んでいる。 

 

№ 業務区分 業務処理内容 処理件数 削減時間 

1 

住民基本台帳
システム照会
でのマイナン
バー検索 

EXCEL等で管理している精査対象情報の中で、
マイナンバーをキーにした住民基本台帳シス
テムでの検索を補助。キーの手入力又は「コ
ピー＆貼り付け」作業を行う必要がない。 

扶養精査 1,750 人 3 時間 50 分 

2 
賦課システム
での宛名番号
検索 

EXCEL等で管理している精査対象情報の中で、
宛名番号をキーにした賦課システムでの検索
を補助。キーの手入力又は「コピー＆貼り付
け」作業を行う必要がない。 

扶養精査 2,686 人 
減免月例処理 1,200 人 
配偶者精査 2,000 人 

4 時間 40 分 

3 封筒印刷 
宛名番号を EXCEL に入力することで住所デー
タと突合し封筒にその内容を印刷する。 

扶養精査 100人 
施設調査 58 人 
個人照会 53 人 

1 時間 00 分 

4 
申告受付日計
表元作成 

EXCEL で作成した申告会場の日程表を基に日
計表を作成。その後、日計表の数値を集計表
に転記する。 

平成 30年度申告 75枚 0 時間 50 分 

5 月例発送 
当初及び月例納税通知書発送業務に際し、送
付対象外となる者の件数表を作成。 

月例発送 5 回 2 時間 00 分 

6 

賦課システム
へ の 画 像 イ
メージファイ
ルの貼り付け 

申告書等課税資料の画像イメージファイルに
資料番号を付番しながら、宛名番号をキーに
して賦課システムへ取り込み個人に紐付ける。 

月例入力 1,493 人 
住借明細書 1,280 人 
その他資料 500人 

11時間 10分 

7 
賦課システム
へのフラグ設
定 

呼出や所得情報、発送状況等の情報を宛名番
号をキーにして賦課システムへ反映させる。 

確送者設定 4,130 人 
市申発送 1,000 人 
呼出精査 2,417 人 
配偶者精査 101人 

45時間 10分 

8 
賦課システム
への個人メモ
設定 

呼出取消、減免精査により定形的な処理記録
（個人メモ）を宛名番号をキーにして設定す
る。 

呼出精査 5,825 人 
扶養精査 650人 
減免精査 173人 
他市回送 50 人 

63時間 40分 

9 
エントリー作
業表作成 

エントリー作業で使用する管理表を作表する。 平成 30年度賦課 12回 1 時間 00 分 

出所：市民税課作成資料 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

市が検討した上記結果を踏まえると、現行の業務処理において一定の時間削減効果が見込ま

れるため、ICT活用による業務合理化の余地が認められる。 

 

 

【解決の方向性】 

業務プロセスの改善手法を取り入れながら、ICT活用による業務合理化を推進する。 

例えば、RPA以外にも、OCRの機能が強化され、手書き文をデータ化できるようになりつつあ

るため、市民から提出される申請書等の紙帳票を職員がシステムに手入力しているものを、OCR

読み取りに代替することで業務工数を削減できる可能性が考えられる。市における以下の業務

を対象に、OCR活用による職員の業務従事時間削減の可能性を調査し、ICT 活用による業務効率
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化の余地がないか検討する。 

 

 取扱件数（29年度） 備考 

住民基本台帳届出件数 26,536 転入、転出、転居等 

戸籍の附票処理件数 27,871 登録、消除 

印鑑登録申請の受付 15,703 登録、廃止等 

戸籍届出 13,345  

戸籍証明 63,610  

住民票証明 125,804 自動交付機取扱件数 25,160 件を除く 

印鑑登録証明 51,377 自動交付機取扱件数 35,430 件を除く 

計 324,246  

出所：市民登録課作成資料 
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（１３）電子決裁の低利用 

市では文書の収受、起案、施行、保管及び情報公開機能等を備えた文書管理システムを導入

している。市の文書管理システムにおける電子決裁の利用状況は以下のとおりである。 
 

年
度 

業務区分「文書」の決裁文書件数（件） 業務区分「財務」の決裁文書件数（件） 

紙 電子 併用 計 電子決裁率 紙 電子 併用 計 電子決裁率 

H25 143,540 5,487 81 159,658 3.4% 17,689 90,099 28,798 136,586 66.0% 

H26 146,684 6,697 31 163,676 4.1% 16,711 88,608 29,034 134,353 66.0% 

H27 149,744 6,994 30 156,768 4.5% 16,105 86,796 28,498 131,399 66.1% 

H28 150,046 6,991 36 157,073 4.5% 15,408 86,939 25,675 128,022 67.9% 

H29 155,974 7,210 24 163,208 4.4% 16,516 88,123 26,331 130,970 67.3% 

出所：総務課作成資料 

 

国では、電子決裁への移行を推進する方針が示されている。 

 

（２）行政文書をより体系的・効率的に管理するための電子的な行政文書管理の充実 

一連の公文書をめぐる問題において、不存在と決定された行政文書が後刻発見される事案が

発生する等、行政文書の確実な所在把握が課題となっている。行政文書を電子的に管理するこ

とにより、体系的・効率的な管理を進めることで、行政文書の所在把握、履歴管理や探索を容

易にするとともに、職員一人ひとりにとって文書管理に関する業務の効率的運営の支援につな

がり、ひいては文書管理の質の向上をもたらすことが期待される。 

まずは現在電子化されている行政文書の効率的な管理を進めるため、電子的な行政文書の所

在情報把握ができる仕組みを構築する。さらに作成から保存、廃棄・移管まで一貫して電子的

に管理する仕組みについても検討する。 

（中略） 

（３）決裁文書の管理の在り方の見直し、電子決裁システムへの移行の加速 

決裁文書は、行政機関の意思決定を記録・表示した行政文書であるため、その改ざんはあっ

てはならないことであり、その管理は通常の行政文書よりも厳格になされなければならない。

このため、一旦決裁が終了した後の決裁文書の修正は認めないこと、修正が必要な場合は、新

たな決裁を取り直すことを再確認しルール化する。 

具体的には、起案段階及び決裁過程における決裁文書の内容チェックを徹底すること、さら

に、再度の決裁を経ずに決裁終了後に決裁文書の内容を修正することを禁止すること及び再度

の決裁を経る際の手続等のルールの詳細を内閣府で速やかに定め、これに基づき各府省に文書

取扱規則等の改正を求める。総務省等は、このルールを電子決裁のシステムに反映する。 

なお、決裁時点において未確定である事項を、確定後に追記することを明示した上で決裁を

取り、事後にその内容を追記することは、修正には当たらないものとし、内閣府において、そ

のための手順について定める。 

また、決裁文書に記載する内容や編てつすべき書類については、決裁の性格・内容を踏まえ、

各府省において検討を進め、順次明確化を図る。 

各府省は、「電子決裁移行加速化方針」（平成 30 年７月 20 日デジタル・ガバメント閣僚会
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議決定）に基づいて、計画的に電子決裁への移行を推進する。 

出所：公文書管理の適正の確保のための取組について（平成 30年 7月 20日 行政文書の管理の

在り方等に関する閣僚会議） 

 

【現状の問題点（意見）】 

平成 29年度における電子決裁率が 4.4％（業務区分「文書」）、67.3％（業務区分「財務」）

と低く、電子決裁機能の活用が低調と認められる。 

電子決裁による業務効率化が十分に図られているといえるか疑問である。 

 

 

【解決の方向性】 

市では以下のように文書管理システムの操作性改善の取組みが行われているが、「№6」に掲

げる要因が大きいと考えられるため、電子決裁を原則とする運用ルールへの見直しを検討する。 
 

№ 電子決裁率が低迷している要因 平成 31年度新システムでの対応 

1 添付文書の容量は最大 1MBまでであり、容
量が不足する場合があること。 

次期システムでは、電子決裁時の添付文書
のファイル容量を 3～5MB程度に拡大する。 

2 決裁者に承認待ち文書が到達したことが分
からないため、決裁完了に時間を要すること。 

次期システムでは、決裁者に承認待ちの文
書が到達すると、電子メールで通知する機能
が搭載される。 

3 決裁文書に軽易な不備があった場合、決裁
者が決裁文書に直接書き込んで、修正の指示
ができないこと。 

次期システムでは、決裁者による書き込み
が可能となる。 

4 添付文書が多く、個々にシステムにアップ
ロードするのが手間であるため、紙決裁の方
が有利と感じる場合があること。 

次期システムでは、複数の添付文書をドラッ
グ＆ドロップにより、一括して容易に添付が
可能となる。 

5 添付文書が多く、PC画面では閲覧しにくい
又はファイルを開くのに時間がかかるため、
紙決裁の方が見やすいと感じる場合がある。 

次期システムでは、決裁者が添付文書を確
認する際に複数のウィンドウが展開するため、
閲覧しやすくなる。 

6 必ず電子決裁にしなければならない文書の
種類を定めておらず、個々の職員の判断に任
せていることが要因の 1つと考えられる。 

「課長決裁は原則として電子決裁にするこ
と」等のように運用ルールを作ることも、電
子決裁率の向上につながると考えられる。 

出所：総務課作成資料 
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２ 契約 

監査対象業務に関連する契約（平成 29年度）の概要は以下のとおりである。 

関連業務 契約案件 担当課 契約方法 契約の相手方 
契約金額

（千円） 

監査

対象 

戸籍・住民

登録 
該当なし           

市税 

平成 29年度帳票出力業務委託契約 市民税課 随意契約 ㈱アイシーエス 20,520  〇 

平成 29年度（平成 29 年度課税対

応）新情報システム税法改正パッ

ケージ修正業務委託 

市民税課 随意契約 日本電気㈱ 6,858    

平成 29年度（平成 30 年度課税対

応）新情報システム税法改正パッ

ケージ修正業務委託 

市民税課 随意契約 日本電気㈱ 10,314    

平成 29年度市町村税課税状況等の

調業務委託契約 
市民税課 随意契約 日本電気㈱ 3,240    

個人住民税課税資料入力業務委託

契約 
市民税課 

指名競争

入札 
㈱ムサシ 16,740    

法人市民税電算処理事務委託契約 市民税課 随意契約 ㈱アイシーエス 4,970    

平成 30年度固定資産税・都市計画

税賦課計算等業務委託 
資産税課 随意契約 ㈱アイシーエス 36,187  〇 

税額変更等業務委託 資産税課 随意契約 ㈱アイシーエス 4,053    

固定資産土地評価業務 資産税課 随意契約 ㈱パスコ 22,680  〇 

評価基礎図作成・保守及び地籍図

加除業務委託 
資産税課 随意契約 ㈱パスコ 17,053  〇 

国民健康

保険 

平成 29年度年間単価契約国民健康

保険医療費通知作成業務委託契約 

健康保険

課 
随意契約 ㈱アイシーエス 7,682    

保険者事務共同処理委託（単価契

約） 

健康保険

課 
随意契約 

岩手県国民健康

保険団体連合会 
41,803    

平成 29年度国民健康保険税賦課計

算業務委託 

健康保険

課 
随意契約 ㈱アイシーエス 26,322  〇 

国民年金 該当なし           

人事給与 

盛岡市人事庶務システム関係賃貸

借契約 
職員課 随意契約 ㈱アイシーエス 4,773    

平成 30年度給与計算事務電算シス

テムバッチ処理業務委託契約 
職員課 随意契約 ㈱アイシーエス 11,188    

財務会計 
盛岡市財務会計システム OA機器賃

貸借契約 
財政課 随意契約 

NECキャピタルソ

リューション 
19,543    

契約 該当なし           

文書管理 
盛岡市文書管理システム賃貸借契

約（再リース） 
総務課 随意契約 

NECキャピタルソ

リューション 
19,029    

出所：各課資料をもとに包括外部監査人が作成 

（注１） 契約金額 3,000千円以上を個別表示している。 
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（１）合理的理由に乏しい随意契約 

監査対象とした契約に関する随意契約の理由は以下のとおりである。 
 

契約名 契約先 
契約金額
（千円） 

随意契約の
根拠規定 

随意契約理由 

平成 29年度

帳票出力業務

委託契約 

㈱アイ

シーエス 
20,520  

②競争入札

に適しない 

納税通知書は税法改正によりその内容が変更され、現年

度分だけでなく過年度分の発行も行われる。当業者は当

市住民税関係の帳票類の出力を長年受託しており、この

間に作成された各年度の印字プログラム及び各種帳票類

を蓄積しており、最長で過去 7 年度分の納税通知書を出

力する能力を有する。よって、他の業者を選定した場合、

蓄積資産を活用できないことから業者として選定する。 

平成 29年度

固定資産税・

都市計画税賦

課計算等業務

委託 

㈱アイ

シーエス 
36,187  

②競争入札

に適しない 

業務の履行のために必要な現在と過去の課税データを管

理している。また、宛名管理を行い、各資産を管理するシ

ステムと連携して異動処理を行ったうえで、賦課計算を行

うなど委託仕様書に従って処理を行うシステムをすでに構

築している。さらに、納税通知書を作成するシステムを所

有している。当市の業務を継続して受託しており、その履

行に関して優秀な実績を残している。 

固定資産土地

評価業務 

（注） 

㈱パスコ 22,680  
⑧落札者が

いない 

指名4者のうち、当業者以外の 3者からはプロポーザル参

加表明がなかった。提案では当市の課題に基づく対応が

具体的であり、有効的提案であると評価された。 

評価基礎図作

成・保守及び

地籍図加除業

務委託 

（注） 

㈱パスコ 17,053  
⑧落札者が

いない 

「固定資産土地評価業務」の受託業者である当業者が業

務を行うことにより、各種データ収集の人件費抑制や、業

者間におけるデータの調整作業が不要になるなど業務効

率の点で、有利性が認められる。当業者は平成 18年度以

降「固定資産土地評価業務」を継続受託しており、盛岡市

の課題を熟知し、業務内容も良好であるため選定するも

のとする。 

平成 29年度

国民健康保険

税賦課計算業

務委託 

㈱アイ

シーエス 
26,322  

②競争入札

に適しない 

国民健康保険税賦課業務に係る基礎データを活用するも

のであることから競争入札に適さない。業者はこの業務に

用いる賦課計算等のデータを管理している業者であること

から、円滑な事務処理が図られることが見込まれるため。 

出所：各課資料をもとに包括外部監査人が作成 

（注）平成 30 年度契約より公募型プロポーザル方式に変更されているため、検討対象外とし
た。本件契約に係る個別検出事項については「２（２）１者応募」を参照されたい。 

 

契約の方法は一般競争入札によることが原則（地方自治法第 234条第 2項）であり、随意契約

は以下の場合に限定されている（地方自治法施行令第 167条の 2）。  

① 予定価格が少額の場合  

② 性質又は目的が競争入札に適しない場合  

③ 障害者支援施設等から物品等の購入等を行う場合  

④ 新商品として生産される物品を買い入れる場合  

⑤ 緊急の必要により競争入札に付することができない場合  

⑥ 競争入札に付することが不利と認められる場合  

⑦ 時価に比し著しく有利な価格で契約締結できる場合  

⑧ 競争入札に付し入札がないとき、又は再度の入札に付し落札者がない場合  

⑨ 落札者が契約を締結しない場合  
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【現状の問題点（指摘）】 

随意契約理由に合理性を欠いた契約が検出された。 

 

■平成 29年度帳票出力業務委託契約（市民税課） 

他の業者では過年度より蓄積したデータを活用できないことを理由に特命随意契約としてい

る。 

しかし、過年度の印字プログラムや出力データの帰属が受託者に限定され、委託者である市

に帰属しない根拠が明らかでない。これらは契約上、委託者に帰属すると整理することで、当

該業務を他の業者に委託することは可能と考えられるため、特命随意契約とする合理的根拠は

希薄である。 

 

■平成 29年度固定資産税・都市計画税賦課計算等業務委託（資産税課） 

当該業者が業務委託に関連するシステムを所有し、過年度から課税データの管理を行ってい

ることを理由に特命随意契約としている。 

しかし、過年度の課税データは委託者である市に帰属するものであるから、「業務委託に関

連するシステムを所有し、過年度から課税データの管理を行っていること」が受託者に限定さ

れる理由とは認められないため、特命随意契約とする合理的根拠は希薄である。 

 

■平成 29年度国民健康保険税賦課計算業務委託（健康保険課） 

賦課計算等のデータを管理している業者に対する特命随意契約としている。健康保険課の説

明によると、業務システム（国民健康保険賦課事務システム）は平成 15 年に市が独自に開発

したシステムであり、比較的初期のシステムであることから、業務システムを開発したベンダ

である現委託者以外への業務委託は困難である、とのことである。 

しかし、以下の点を考慮すると、特命随意契約とする合理的根拠は希薄である。 

 賦課計算等のデータの帰属が受託者に限定され、委託者である市に帰属しない根拠が明

らかでない。これらは契約上、委託者に帰属すると整理することで、当該業務を他の業

者に委託することは可能と考えられること 

 計算業務委託が市独自システムを開発したベンダに限定される根拠が明らかでないこと 

 

 

【解決の方向性】 

随意契約とする合理的理由がなければ、競争性を確保した契約方法に見直す。 

また、いわゆるベンダロックインの問題を防止するため、特定者に過度に依存しないよう以

下の措置を講じることが考えられる。 

 契約上の成果物を明確に定義するとともに、合理的理由がない限り、委託者である市に成

果物が帰属することを明確にする。市に帰属する成果物（例：システム設計書）は、市が

管理する。 

 事業者が円滑にプログラム開発できるような調達仕様書を作成する。現行の業務仕様に不

明確な部分がある場合、現行事業者から情報提供を受ける等により、要求仕様の具体化を

図る。 

 帳票出力業務委託については、受託者が印刷プログラムを開発する前提を見直し、委託者

（市）が PDF 形式で出稿する。 



49 

 計算等業務委託については、システムの再構築のタイミングにおいて、業務委託を前提に

システムを再構築するか、システム機能に含めることや RPA等の活用による業務の自動化

を図った上で職員が業務を実施するか、費用等を比較検討する。 

 契約発注する原課のみではシステム調達に係る有利判断を的確に行えないリスクがあるこ

とを踏まえ、システム調達に際して専門部署（例えば、情報企画課）の関与を高める。 
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（２）1者応募 

「固定資産土地評価業務」はシステム評価による固定資産税路線価の算定業務委託であり、評

価替えの時期に合わせて、3年毎に委託先選定の手続が行われている。また、「評価基礎図作成・

保守及び地籍図加除業務委託」は各種図面データの作成・保守や関係システムの保守等の業務委

託であり、「固定資産土地評価業務」と密接に関連する業務委託である。 

これら業務委託に係る契約の推移は以下のとおりである。 

 

  24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

履行期間 24～26年度 27～29年度 30～32年度 

固定資産

土地評価

業務 

契約方法 

プロポーザ

ル方式（指

名 4 者） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

プロポーザ

ル方式（4

者指名） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

プロポーザ

ル方式（公

募） 

応札・応

募者数 
4者 ― ― 1者 ― ― 1者 

契約金額 22,050 22,050 22,680 22,680  22,680  22,680  24,645  

契約業者 ㈱パスコ 

評価基礎

図作成 ・

保守及び

地籍図加

除業務委

託 

契約方法 
随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

随意契約

（一者） 

固定資産土

地評価業務

の付随業務

として併せ

て実施 

契約金額 15,698 15,645 16,092 16,092 16,092 17,053  18,576  

契約業者 ㈱パスコ 

出所：資産税課作成資料 

 

平成 30～32年度を履行期間とする「平成 33 年度評価替えに係る盛岡市固定資産土地評価業務

委託」は公募型プロポーザル方式で委託先選定が行われているが、提案者の資格要件の 1つに「平

成 29 年度盛岡市建設関連業務委託契約競争入札参加資格を有し、盛岡市建設関連業務委託登録

名簿の「測量 甲」又は「測量 乙」に登録している者であること」が挙がっている。 

市では、競争入札参加資格者名簿における登録業種を以下のように区分している。 

 

甲 市内に本社を有する者 

乙 市内に本社を有しないが，営業所を有する者 

丙 市内に本社，営業所とも有しない者 

出所：契約検査課作成資料 
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入札参加者の所在地により競争参加資格を制限する方法である「地域要件」については以下の

ように示されている。 

 

（２）一般競争入札の参加資格等について 

〇 地域要件の設定に当たっては、当該地方公共団体における潜在的な競争参加者数の状況を踏

まえつつ、競争性が十分に確保されるよう適切に設定するものとする。 

出所： 地方公共団体における入札契約適正化・支援方策について（平成 19年 2月 23日 地方
公共団体の入札契約適正化連絡会議） 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

履行期間が平成 27～29年度、平成 30～32 年度とも 1者応募となっている。平成 30～32年度

の履行期間は公募型プロポーザル方式によっているものの、提案者の資格要件の 1 つに地域要

件が設定されている。応募者が限定されることが予測される中で、地域要件を設定することが

適切かどうか問題となる。 

この点につき、市の説明によると、以下の点で、市内に事業所を有する事業者は盛岡市に精

通している可能性が高く、業務の履行上、効率よく進められるため、地域要件を設定した、と

のことである。 

 路線価の付設には盛岡市の精通度が重要で、地価動向・現況の把握が常日頃から必要と

なる。価格形成要因である街路条件や街並みは 3 年毎の評価替え時に相違がみられ、基

準年度から基礎データを蓄積していくことは、盛岡市に精通していない業者では難しい

こと 

 土地評価システムやサーバ機の不具合時の対応やデータ復旧は迅速に行う必要がある。

対応に何日もかかっては、評価事務に多大な支障が生じてしまうこと 

 

しかし、本件契約はプロポーザル方式で行われており、市内に事業所を有する事業者を加点

評価すれば足りる問題であるため、市内に事業所を有しない事業者の競争参加自体を制限する

根拠は乏しいと考えられる。応募者が限定されることが予測される中で、あえて地域要件を設

定する合理的理由があったといえるか疑問である。 

 

【解決の方向性】 

競争性の確保に疑義が認められる場合、地域要件の設定を慎重に判断する。 
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（３）予定価格積算の不備 

「固定資産土地評価業務」及びその付随業務は平成 30～32年度履行期間より公募型プロポー

ザル方式による契約方法に移行しているが、当該業務委託に係る予定価格と契約金額を比較す

ると以下のとおりである。 

（単位：千円） 

 予定価格 契約金額 契約金額／

予定価格 

固定資産土地評価業務 72,447 72,447 100％ 

評価基礎図作成・保守及び地籍図加除業務委託 54,594 54,594 100％ 

出所：資産税課作成資料 

 

市の財務規則では、予定価格について以下のように規定している。 

 

（予定価格の決定方法） 

第 109 条 予定価格は，一般競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならな

い。ただし，一定期間継続してする製造，修理，加工，売買，供給，使用等の契約の場合にお

いては，単価について予定価格を定めることができる。 

２ 予定価格は，契約の目的となる物件又は役務について，取引の実例価格，需給の状況，履

行の難易，数量の多寡，履行期間の長短等を考慮して適正に定めなければならない。 

（中略） 

（予定価格の作成及び決定方法） 

第 118 条の３ 契約担当者は，随意契約をしようとするときは，あらかじめ，第 108 条及び第

109条の規定に準じて予定価格を定めなければならない。 

（見積書） 

第 119条 前条に規定する随意契約によろうとするときは，なるべく２人以上の者から見積書

を提出させなければならない。 

出所：盛岡市財務規則 

 

【現状の問題点（指摘）】 

「固定資産土地評価業務」及びその付随業務に係る予定価格が現契約先から徴求した見積書

の金額と同額であり、複数者からの見積徴求が行われていない。 

他者から見積徴求しない理由が明らかでなく、かつ、人件費単価や見積工数の妥当性を裏付

ける根拠が不明確であるため、予定価格が適切に積算されたものとは認められない。 

 

【解決の方向性】 

１者見積による予定価格の積算とする場合、人件費単価や見積工数の妥当性の根拠付けを明

確にする。 
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（４）標準システム移行によるコスト削減余地 

国民健康保険事務の効率向上をめざし、政府主導のもと「国保保険者標準事務処理システム」

が開発されている。当システムには（1）国保事業費納付金等算定標準システム（各都道府県へ

導入）、（2）市町村事務処理標準システム（各市町村へ導入）、（3）国保情報集約システム（各

国保連合会へ導入）の計三つのシステムから構成される。開発したシステムのアプリケーション

ソフトは、希望する都道府県および市町村に無償配布される。 

平成 30 年度からのシステム対応について、市では既存システムの改修で対応し、市町村事務

処理標準システムについては平成 31年度以降の導入を検討中である。 

 

【現状の問題点（意見）】 

平成 30 年 4 月より、無償配布される標準システムへの移行の選択肢も有していたことから、

代替評価を適切に実施していたかどうかが問題となる。 

この点につき、市の説明によると、標準システムに移行する場合の必要なシステム改修を平

成 28 年 10 月までに実施する必要があり、当該時点における以下の要素を考慮し、標準システ

ムへの移行ではなく、既存システムの改修対応が妥当と判断した、とのことである。 

 市町村システム（賦課システム）との連携ができず、業務上不効率が生じる恐れがあるこ

と 

 標準システムを導入する場合、別サーバを設置して住民基本台帳等を閲覧できるようネッ

トワークを構築する必要があるため、追加的な費用（約 80百万円）が発生すること 

 標準システムの導入に対する国の補助は，対象経費の 1/2であるのに対し，既存市町村シ

ステム改修で対応の場合は全額補助となること 

 

平成 30年度からの標準システムへの移行は難しい状況にあったとはいえ、既存システムに要

する更新・維持コストとの比較で、標準システムへの移行によるコスト削減余地があると考え

られる。 

 

【解決の方向性】 

平成 34 年度まで標準システム移行に対する財政措置（国の 1／2 補助）がある点を見据え、

標準システムへの移行の代替評価を行う。標準システムへの移行に際しては、現行の業務処理

を継続する前提とせず、業務の標準化や ICT の徹底的な活用等による業務改革の推進を併せて

検討する。 
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３ 人員配置 

市における部門別職員数の推移は以下のとおりである。 

  21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27 年度 28年度 29年度 30年度 

定
数
内 

普通会計
部門 

一般行政
部門 

議会 14 14 14 15 15 15 15 15 15 14 

総務 334 336 338 360 373 394 422 421 379 378 

税務 117 118 117 113 114 115 116 115 117 112 

民生 323 339 339 333 314 315 307 312 298 288 

衛生 249 240 233 225 217 209 203 197 192 194 

労働 3 3 3 3 4 3 3 3 3 4 

農林水産 66 65 65 65 64 66 65 68 69 70 

商工 33 33 34 34 33 35 35 36 37 38 

土木 259 252 253 251 249 249 249 249 249 251 

教育部門 459 435 416 392 385 374 371 363 362 357 

公営企業
等会計部
門 

病院 199 199 198 201 207 206 215 218 219 222 

上下水道 253 239 222 216 205 199 199 199 200 200 

その他 70 62 62 64 63 64 69 72 71 72 

合計 2,379 2,335 2,294 2,272 2,243 2,244 2,269 2,268 2,211 2,200 

（内数：再任用職員） 52 42 36 41 37 35 46 84 87 106 

定数管理 
条例定数 2,454 2,402 2,364 2,338 2,302 2,306 2,328 2,328 2,274 2,262 

増減（前年比） △22 △52 △ 38 △ 26 △ 36 4 22 0 △ 54 △ 12 

定
数
外 

臨時職員 324 278 291 307 301 280 265 263 227 236 

非常勤職員 303 300 310 332 354 370 363 381 380 400 

再任用短時間職員 2 0 3 1 5 12 31 24 29 30 

合計 629 578 604 640 660 662 659 668 636 666 

職員数合計 3,008 2,913 2,898 2,912 2,903 2,906 2,928 2,936 2,847 2,866 
 

出所：職員課作成資料 

 

職員の定数は条例で定める（地方自治法第 172条第 3項）とされている。定数条例は、事務執行

のため必要とされる職員の数を定めるものであるが、市の職員定数は盛岡市職員定数条例で定めら

れている。 
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国体等の特殊要因を除けば、条例定数は減少推移しているが、年度別定数減の要因を示すと以下

のとおりである。 

 

  
条例定
数増減 

うち定数
減分
（注） 

内訳 

主な効率化の要因 指定管
理 

業務委
託 

民間移
管 

事務効
率化 

業務終
了 

業務の
減 

21年度 △ 22 △ 40 △ 12 △ 6 △ 11 △ 6 △ 3 △ 2 

原敬・先人記念館・渋民文化

会館△12、ごみ収集△3、保育

所民営化△11 

22年度 △ 52 △ 50 △ 6 △ 36   △ 4 △ 3 △ 1 

河南公民館、都南公民館指定

管理△6、可燃ごみ焼却委託

△7、ごみ収集委託△6、図書

館窓口業務委託△8、調理・ボ

イラー業務委託△15 

23年度 △ 38 △ 41 △ 10 △ 25     △ 3 △ 3 

子ども科学館指定管理△10、

ごみ収集委託△6、上下水料

金等賦課事務委託△14、浄水

場夜間委託△5 

24年度 △ 26 △ 47   △ 10 △ 18 △ 3 △ 5 △ 11 

ごみ収集委託△6、市場検査

業務委託△1、浄水場宿直・運

転管理委託△3、保育所民営

化△18 

25年度 △ 36 △ 51   △ 6 △ 18 △ 7 △ 6 △ 14 
ごみ収集委託△6、保育所民

営化△18 

26年度 4 △ 47 △ 3 △ 19 △ 12 △ 6 △ 3 △ 4 

渋民公民館指定管理△3、ご

み収集委託△6、可燃ごみ焼

却委託△7、浄水場運転管理

委託△6、保育所民営化△12 

27年度 22 △ 18   △ 8   △ 2 △ 6 △ 2 

ごみ収集委託△6、地籍調査

業務委託△1、浄水場夜間業

務委託△1 

28年度 0 △ 14   △ 7   △ 2 △ 5   
ごみ収集委託△6、収納消込

業務委託△1 

29年度 △ 54 △ 39   △ 9 △ 19 △ 2 △ 8 △ 1 

可燃ごみ焼却委託△7、浄水

場運転管理委託△2、保育所

民営化△19 

30年度 △ 12 △ 27   △ 1 △ 11   △ 8 △ 7 
催告補助業務委託△1、保育

所民営化△11 

合計 △ 214 △ 374 △ 31 △ 127 △ 89 △ 32 △ 50 △ 45   

出所：職員課作成資料 

（注）業務効率化・業務終了関係による定数減分のみを表す。 
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また、市の定員管理計画（一部抜粋）は以下のとおりである。 
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出所：「盛岡市定員管理計画（平成 28～32年度）」（平成 28年 9月 総務部職員課） 
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（１）個々の業務量の積み上げによらない必要人員数の積算 

市では、毎年度、各部署からの「職員定数調書」「主要事業事務量調書（事業費・取扱件数）」

に基づいた要望をとりまとめ、職員課にて必要な調整を経て、各部署別の職員定数を決定してい

る。平成 30年度職員定数における要望と調整に関する状況は以下のとおりである。 

（単位：人） 

  要望 調整人

数 

要望との

差異 人数 主な見直し 

市長公室 0   0 0 

総務部 0   △ 1 △ 1 

財政部 △ 1   △ 1 0 

市民部 8  2 △ 6 

環境部 △ 1   △ 1 0 

保健福祉部 8 社会福祉法人指導監督＋2 0 △ 8 

子ども未来部 △ 8 保育所の民間移管△11 △ 11 △ 3 

商工観光部 4   2 △ 2 

農林部 2   0 △ 2 

建設部 2   0 △ 2 

都市整備部 5  1 △ 4 

玉山総合事務所 3   0 △ 3 

会計課 0   1 1 

上下水道局 4   0 △ 4 

市立病院 7 診療体制充実に伴う医師増＋4 1 △ 6 

議会事務局 △ 1   △ 1 0 

教育委員会 3  △ 4 △ 7 

合計 35   △ 12 △ 47 

出所：職員課作成資料 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

市では各部署の業務量を個々の積み上げによらず積算していることから、必要人員数の積算

の精度が問題となる。 

この点につき、市の説明によると、毎年度、事務事業の変動を踏まえ、各部署からの要望を

もとに職員課で調整のうえ職員定数を見直しているため、各部署の業務量の実態に応じた必要

人員数を積算している、とのことである。 

しかし、市が必要人員数の積算に使用している調書の項目に係る以下の問題を考慮すると、

精度の高い必要人員数を積算しているといえるか疑問である。 
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調書名 主な項目 包括外部監査人の所見 

職員定数調

書 

職種別職員定数の推

移（増減理由を含む） 

当年度事務事業の増減分については定量的な業務量評価が

行われているものの、当該部署全体の業務量の定量評価が

行われていないため、環境変化による業務量の変動が適時

に考慮されない可能性が考えられる。 

当年度事務事業の増

減 

時間外勤務の状況

（最近年度の実績） 

業務の繁閑差や所属職員の時間管理の巧拙に影響されるた

め、当該部署の標準的な業務量の参考指標になるとは限ら

ない。 

主要事業事

務量調書 

事業費一覧 事業費と業務量は必ずしも比例関係にあるとは限らない。 

取扱件数等一覧 業務量の参考指標になり得るが、部署間での比較可能性が

低いため、標準的な業務量の参考指標としての活用度は低

いと考えられる。 
 

実際、事務取扱件数をもとに作成した市民登録課作成資料によると、支所・出張所（13ヶ所）

別の職員 1 人当たり業務量に最大で約 9 倍の乖離が認められた。個々の部署に応じて事情が異

なるものの、業務量調査が不十分な結果、必要人員数の積算の精度が低く、人員配置に不均衡

が生じているケースがないか懸念される。 

 

【解決の方向性】 

「公共サービスの質の向上と経費の削減を図る前提として、個々の業務内容とこれに関わる

人員、必要とされる費用等のコストが適切に把握されていなければならない」（公共サービス

改革プログラム（平成 23 年 4 月 行政刷新会議公共サービス改革分科会））ことを踏まえ、国

の行政機関が実施している以下のような業務量調査を基礎に各部署の必要人員数を積算する手

法をとることも考えられる。 
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出所：業務フロー・コスト分析に係る手引き 

（平成 27年 12月 16日改訂（第 3版）官民競争入札等監理委員会） 
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（２）時間外勤務の限度超過 

職員の勤務時間は、休憩時間を除き、4週間を超えない期間につき 1週間当たり 38時間 45分

とされ（盛岡市職員の勤務時間、休日及び休暇等に関する条例第 3条第 1項）、市長内部部局の

職員の勤務時間は午前 8時 30分から午後 5時 15分まで（正午から 1時間を休憩時間）とされて

いる（市長内部部局の職員の勤務時間に関する規程第 2条）。 

また、任命権者は、業務のため臨時に必要がある場合において、職員に対し正規の勤務時間を

超えて、又は週休日に勤務することを命ずることができる（盛岡市職員の勤務時間、休日及び休

暇等に関する条例第 8条）が、時間外勤務の上限については以下のように定めている。 
 

３．時間外勤務の上限 

（１）月ごとの上限時間数 

 所属長は、真にやむを得ない事情がある場合を除き、月 60時間（休日勤務及び週休日にお

ける時間外勤務を含む。以下同じ。）を超えて時間外勤務を命じないこと。 

（２）年間の上限時間数 

 年間における時間外勤務命令の上限を 360 時間とし、所属長は、この時間を超えて時間外

勤務をさせないよう留意すること。 

 なお、年間 360時間以下の場合であっても、時間外勤務を必要最小限にとどめるよう留意す

ること。 

出所：時間外勤務の縮減に関する指針 

 

市における時間外勤務の推移は以下のとおりである。 
 

 27年度 28年度 29 年度 

総時間数 
（1人当たり） 

時間 
312,661 

(192) 
289,396 

(177) 
236,685 

(150) 

限度時間
の超過 

1 ヶ月 
（60時間超） 

時間 
人 

27,466 
885 

19,450 
647 

9,138 
395 

1 年 
（360時間超） 

時間 
人 

51,392 
277 

33,603 
225 

15,918 
155 

出所：職員課作成資料 

（注）上表中の「1ヶ月」の人数は延人数を表す。 

 

1人当たり時間外勤務時間数（平均）が年間 360時間超の課等の推移は以下のとおりである。 
 

所属名 27年度 28年度 29年度 
主な時間外勤務
の事由 

企画調整課 484   国勢調査 

秘書課 391    

総務課 454    

情報企画室 412   GW更新 

消防対策室 398 368 376 災害対応 

職員課 416    

財政課 439 463 482 予算編成 



62 

所属名 27年度 28年度 29年度 
主な時間外勤務
の事由 

市民税課 400    

地域福祉課 559 455  臨時福祉給付金 

障がい福祉課 425 413 391 制度改正 

子ども未来課 408 414   

子育てあんしん課  401   

長寿社会課 432 428   

企業立地雇用課 387    

国体推進局企画総務課 1,516 750  国体用務 

競技運営課 498 539  国体用務 

選挙管理委員会事務局 1,281 393  市長・市議会選挙 

（教）総務課 422 378 386  

学校教育課   363  

都南学校給食センター   439  

対象課等の数 17 11 6  

出所：職員課作成資料 

 

時間外勤務の縮減に向けて、市が取り組んでいる主な事項は以下のとおりである。 
 

ア 所属長及び係長職のマネジメントによる効率的な事務執行 

イ 時間外勤務の事前命令の徹底 

ウ 月 60時間を超える時間外勤務命令の原則禁止 

エ 事務事業のスクラップ等の推進 

オ ミーティングを活用した効率的な事務執行（始業時、4 時ミーティング、タイムマネジメ

ントの意識） 

カ 部等内の応援体制による繁忙期等への対応 

キ 全庁一斉定時退庁日（ノー残業デー）の厳守 

ク 連続休暇の取得促進 

ケ 集中取組期間の設定（7月、8月） 

コ 各部等における働き方改革の取組の推進及び全庁での情報共有 

出所：職員課作成資料 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

平成 29年度において、時間外勤務が年 360時間超の職員は 155人であり、時間外勤務の限度

超過が生じている。 

この点につき、市の説明によると、公務のために臨時の必要がある場合については、地方公

務員は法で規定する労働時間を延長し、又は休日に勤務することができる（労働基準法第 33条

第 3 項）ため、市の指針に定める上限を超えたからといって違法・不当とはならない、とのこ

とである。 
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平成29年度における職員個人別の時間外勤務時間と時間外勤務命令件数の関係を図示すると

以下のとおりである。 

 

出所：個人別時間外勤務記録（職員課管理資料）を基に包括外部監査人が作成 

1 人当たり時間外勤務（平均）は 150 時間であるが、個人別で見た場合、個人別業務配分の

偏りを示唆するものが含まれている可能性があり、時間外勤務の縮減に向けた改善の余地があ

ると考えられる。 

 

 

【解決の方向性】 

平成 30年 6月に、市と盛岡市職員労働組合の間で初めて定めた協定時間を遵守する。 
 

区分 限度時間 特別の事由 

時間外労働 

1 日 8時間 － 

1 ヶ月 45時間 80時間 

1 年 360時間 480時間 

休日労働 1 日 12時間 － 

出所：時間外労働及び休日労働に関する協定（平成 30年 6月 1日） 
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また、タイムマネジメントの徹底や事務事業のスクラップ等の推進を通じて、時間外勤務の

更なる縮減を図る。 
 

１ 時間外・休日勤務の縮減 

（１）タイムマネジメントの徹底 

 別添「平成 30 年度 時間外勤務の縮減に関する指針」に基づき、マネジメントとして所属職

員の勤務状況を的確に把握するとともに、特定の職員に業務が集中しないよう業務配分を適切

に行うこと。また、事務事業の優先度を意識しながら、年間における業務の繁閑に合わせた計

画的な事業執行を行うとともに、所属職員に対しては、「時間はコストである」という時間当

たりの成果を意識して業務を行うよう指導すること。 

（２）事務事業のスクラップ等の推進 

 所属長が中心となり、次の視点に基づき、事務事業のスクラップや事務処理方法の簡素化な

ど、絶えず事務事業の見直しを行うこと。 

ア 事務事業が目的に対し十分な成果が得られていないこと。 

イ 従来から定期的に実施しているが、現在の行政課題・ニーズに合致していないこと。 

ウ 類似の事業を他の部署でも実施しており、統廃合しても影響が小さいこと。 

出所：ワーク・ライフ・バランスの推進について（平成 30年 5月 7日 副市長依命通達） 



65 

（３）時間外勤務の過小認識の懸念 

時間外勤務の縮減に関する各課等の事務として、市では以下のような運用が行われている。 
 

区分 概要 

１ 時間外勤務

縮減取組計画の

策定、進行管理

及び状況報告 

時間外勤務縮減取組計

画の策定 

通常業務における時間外勤務時間数を縮減す

るための縮減率を設定する（年間 360時間を上

限）。 

時間外勤務縮減取組計

画の提出 

各部等ごとに取りまとめの上、職員課長に提出

する。 

時間外勤務の状況報告 所属長は、所属職員の時間外勤務時間数の程度

に応じて、担当部長、職員課長、総務部長、副

市長に報告する。 

２ 事前協議 各月における設定時間

外勤務時間数を超える

ことが見込まれる場合 

所属長は「時間外勤務縮減取組計画進行管理

表」にその理由を記載の上、職員課長に事前協

議する。 

月 60時間を超えること

が見込まれる場合 

所属長は「月 60 時間を超える時間外勤務に係

る事前協議書」に担当部長の意見を添えて、当

該月の前月までに職員課長に事前協議する。 

 

一方、特定の 1 日（平成 30 年 3 月 8 日）を対象に、労働時間の算定基礎となる出勤簿とパソ

コン使用時間の記録を照合した結果、時間外申請なく、パソコン使用時間が定時より 2時間を超

えた職員が 47名検出された。 
 

所属部署 対象職員数（人） 乖離時間 

企画調整課 1 5時間 11分 

秘書課 1 2時間 12分 

職員課 1 2時間 15分 

能力開発室 1 2時間 9分 

財政課 3 2時間 3分～52分 

市民税課 3 2時間 25分～3時間 38分 

医療助成年金課 1 2時間 36分 

環境企画課 1 3時間 34分 

資源循環推進課 3 2時間 1分～3時間 6分 

生活福祉第一課 4 2時間 1分～4時間 24 分 

生活福祉第二課 3 2時間 29分～6時間 38分 

乙部保育園 1 2時間 55分 

ものづくり推進課 2 2時間 12分～2時間 29分 

観光交流課 1 2時間 34分 

農政課 1 2時間 49分 

林政課 1 3時間 46分 

業務課 1 2時間 1分 
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所属部署 対象職員数（人） 乖離時間 

道路建設課 1 2時間 17分 

公園みどり課 1 4時間 46分 

建築指導課 1 3時間 45分 

市街地整備課 1 3時間 44分 

玉山総合事務所総務課 1 6時間 1分 

健康福祉課 2 2時間 31分～55分 

会計課 1 2時間 26分 

医事課 1 2時間 38分 

選挙管理委員会事務局 1 2時間 9分 

監査委員事務局 2 3時間 38分～50分 

学務教職員課 2 2時間 25分～5時間 14分 

生涯学習課 1 2時間 9分 

歴史文化課 2 3時間 48分～58分 

中央公民館 1 2時間 10分 

合計 47  

出所： 出勤簿（総務課管理資料）とパソコン使用時間記録（情報企画課管理資料）を基に包括
外部監査人が作成 

 

【現状の問題点（意見）】 

検出された職員（47名）について、出勤簿とパソコン使用時間の記録に乖離が生じた要因が

明らかでない。 

時間外勤務の縮減に関する指針の下、時間外勤務が過小認識され、時間外命令と勤務実態に

乖離が生じた事案が含まれていないか懸念される。 

 

【解決の方向性】 

始業・終業時刻の確認、記録を現行の自己申告によるのであれば、「労働時間の適正な把握

のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」（平成 29 年 1 月 20 日 厚生労働省）

に沿って、以下の点を確認する。 

 時間外労働時間の削減のための庁内通知等が、労働時間の適正な申告を阻害する要因となっ

ていないか 

 実際には限度時間を超えて労働しているにもかかわらず、記録上これを守っているように

することが、実際に労働時間を管理する者や労働者等において、慣習的に行われていない

か 
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（４）臨時・非常勤職員の任用根拠と勤務実態の不整合 

市における臨時・非常勤職員の配置状況（平成 29年 4月 1日現在）は以下のとおりである。 
 

職種 臨時職員（人） 非常勤職員（人） 

事務補助職員 122 96 

技術職員 1  

医師 2  

医療技術員 4 2 

看護師 10 3 

保健師等 17 15 

保育士 41 14 

給食調理員 1  

清掃作業員 16 1 

技能労務職員 5 39 

教員（義務教育）  12 

教員（義務教育以外） 6  

その他の指導・支援員等  24 

図書館職員  10 

消費生活相談員  8 

その他 2 156 

計 227 380 

出所：職員課作成資料 

 

「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」（平成 26年 7月 4日 総務省自治行政

局公務員部長）では、就けようとする職務の内容、勤務形態等に応じ、「任期の定めのない常勤

職員」「任期付職員」「臨時・非常勤職員」のいずれが適当かを検討し、その上で臨時・非常勤

職員の職として設定する場合には、下記 3つの任用根拠に位置づけるかを明確にしておくべきで

ある、との通知がなされている。 

 

職の設定及び任用根拠 任用根拠ごとの留意点 

特別職非常勤職員 

（地方公務員法第3条第

3項第 3号） 

特別職の非常勤職員については、主に特定の学識・経験を必要とす

る職に、自らの学識・経験に基づき非専務的に公務に参画する労働者

性の低い勤務態様が想定され、地方公務員法の適用が除外されている

ものであることを踏まえ、適切に運用されるべきである。 

職務の内容が補助的・定型的であったり、一般職の職員と同一と認

められるような職や、勤務管理や業務遂行方法において労働者性の高

い職については、本来、一般職として任用されるべきであり、特別職

として任用することは避けるべきである。 

一般職非常勤職員 

（地方公務員法第17条） 

一般職の非常勤職員については、任期を限った任用を繰り返すこと

で事実上任期の定めのない常勤職員と同様の勤務形態を適用させるよ

うなことは、避けるべきである。また、第 17条による採用は、競争試

験又は選考によることとされており、客観的な能力実証を担保する仕

組みが必要不可欠であることにも留意すべきである。 
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職の設定及び任用根拠 任用根拠ごとの留意点 

臨時的任用職員 

（地方公務員法第22条） 

臨時的任用職員については、任用可能な場合や任期に係る要件が地

方公務員法第22条に明確に定められているところであり、任用に当たっ

ては、こうした制度上の要件を再度確認し、特にフルタイムの臨時的

任用を繰り返すことによって、事実上任期の定めのない常勤職員と同

様の勤務形態を適用させるようなことは避けるべきである。 

 

 

【現状の問題点（意見）】 

■臨時職員 

臨時職員の多くは、任用期間は 6か月間以内であるものの、勤務体系は概ねフルタイムと同

様であり、臨時的任用を繰り返すことで、通算勤続年数が長期に亘る状況と認められる。臨時

的任用は、緊急の場合及び臨時の職に関する場合に実施されるのが原則であり、長期間、この

ような状況に該当しているとは考え難い。これら臨時職員は事実上任期の定めのない常勤職員

と同様の勤務形態となっている外観を有しており、臨時的任用職員の任用根拠と勤務実態の

整合がとれているか疑問である。 

 

■非常勤職員 

勤務時間に定めのある非常勤職員の任用根拠を地方公務員法第 3 条第 3 項第 3 号に基づき特

別職非常勤職員と整理している（非常勤職員の身分取り扱いに関する要領）。市の説明による

と、非常勤職員の任用に当たっては担当する業務に係る資格や経験を有する者を任用している、

とのことである。 

しかし、「事務補助職員」をはじめ、非常勤職員の職務の多くは労働者性の高いものと見受

けられるため、任用根拠と勤務実態の整合がとれているか疑問である。 

 

【解決の方向性】 

臨時・非常勤職員の任用根拠と勤務実態の不整合は会計年度任用職員制度（平成 32年度から

導入）の中で解決することが想定されるが、業務改革の推進を考慮し、それぞれの職の必要性

を十分吟味した上で、適正な人員配置に努める。 

 

② 簡素で効率的な行政体制の実現 

 各地方公共団体においては、組織として最適と考える任用・勤務形態の人員構成を実現する

ことにより、厳しい財政状況にあっても、住民のニーズに応える効果的・効率的な行政サービ

スの提供を行っていくことが重要です。その際、ICT の徹底的な活用、民間委託の推進等によ

る業務改革を進め、簡素で効率的な行政体制を実現することが求められます。 

 このため、臨時・非常勤の職の設定に当たっては、現に存在する職を漫然と存続するのでは

なく、それぞれの職の必要性を十分吟味した上で、適正な人員配置に努めてください。 

出所：「会計年度任用職員制度の導入等に向けた事務処理マニュアル（第 2版）」（平成 30年

10月 総務省自治行政局公務員部） 
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（５）職務専念義務免除の手続もれ 

職員の職務遂行の義務の一つとして、職務専念義務が定められている（地方公務員法第35条）。

この職務専念義務が免除される場合として、通常、以下のものが挙げられる。 

 

区分 内容 

法律の定めが

ある場合 

休職 

停職 

職員団体と当局との勤務時間内の交渉 

労働基準法に基づく休暇等 

公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律に基づく職員派遣 

条例に基づく

場合 

休日・休暇に関する条例に基づく休日・休暇 

勤務時間に関する条例に基づく休息時間 

職務専念義務の免除に関する条例に基づく場合 

・研修を受ける場合 

・厚生福祉に関する計画又は実施に参加する場合 

・その他、任命権者が特に定めた場合 

 

職務専念義務が免除された職員に対し、その勤務しなかった時間について給与を支給するかど

うかは、法律等に規定がある場合を除いて、給与条例の定めるところによる（地方公務員法第

24条第 5項）。 

市では、職員が勤務しないことにつき特に承認のあった場合等を除き、勤務しなかった時間相

当の給与額を減額した給与を支給するものとされている（盛岡市職員給与支給条例第 14 条第 1

項）。また、職員が職務専念義務免除の承認を受けようとする時は、職務専念義務免除承認申請

書を提出しなければならない（盛岡市職員服務規程第 6条）。 

市では、行政の運営上特に必要と認められる会社その他の団体における職を兼ね、その職属す

る事務を行う場合の服務の取扱いを以下のように整理している。 

 

事務分掌から推して、担当業務の遂行上兼職が必要と

認められる場合 

業務扱い 

その他 職務専念義務の免除 

出所：職員課作成資料 
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今回の包括外部監査の対象とした団体における市職員の関与状況は以下のとおりであるが、全

ての団体の関与について職務専念義務免除の手続は行われていない。 

 

№ 団体名 

市職員の関与者数

（人） 団体への関与について、該当する

と判断した「市の分掌事務」 
役員就任 業務従事 

11 
盛岡市愛宕町職員駐車場利用者

会 
12 5 

行政財産の管理の総括並びに普通

財産の管理及び処分に関すること 

庁舎の管理に関すること 

28 太田地区自治会協議会 1 1 － 

73 盛岡市農業再生協議会 2 2 
主要食糧の需給及び価格の安定を

図るための措置に関する事務 

97 
もりおか環境緑化まつり実行委

員会 
1 27 

緑化運動の推進及び緑化に関する

連絡調整に関すること 

109 盛岡市玉山地域農業再生協議会 2 2 No.73と同じ 

121 盛岡市中学校給食運営協議会 1 9 
学校給食の指導、助言その他学校

給食の実施に関すること 

136 
乙部地区自治公民館連絡協議会 1 1 － 

乙部地区町内会連絡協議会 - 1 － 

140 
盛岡市都南学校給食センター運

営委員会 
1 2 

都南地区の小中学校等に対する給

食の供給に関する事務 

141 
盛岡市玉山学校給食センター運

営委員会 
1 3 

玉山地区の小中学校に対する給食

の供給に関する事務 

142 盛岡市立高等学校 PTA 4 2 － 

143 盛岡市立高等学校教育振興会 4 2 － 

144 盛岡市立高等学校同窓会 1 2 － 

出所：各団体所管課作成資料 

 

職務専念義務の免除は「処分権者がこれを全く自由に行うことができるというものではなく、

職務専念義務の免除が服務の根本基準を定める地方公務員法 30 条や職務に専念すべき義務を定

める同法 35 条の趣旨に違反したり、勤務しないことについての承認が給与の根本基準を定める

同法 24 条 1 項の趣旨に違反する場合には、これらは違法になると解すべきである」（最高裁平

成 10年 4月 24日判決）とされている。 
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【現状の問題点（指摘）】 

各団体は市の行政組織に属さず、その事業が市の事業と同一視できないため、各団体におけ

る市職員の関与について、職務専念義務免除の手続の要否が問題となる。 

この点につき、市の説明によると、団体への関与は市の業務と密接に関係するものとして、

市の本来業務と取扱っているため、職務専念義務免除の手続は不要である、とのことである。 

しかし、市職員の団体への関与が「市の本来業務」とする根拠が不明確と認められるものに

ついては、職務専念義務免除の手続なく、団体業務従事相当額の減額をせず給与を支給するこ

とは盛岡市職員給与支給条例第 14条第 1項の規定に反している。 

 

 

【解決の方向性】 

個別団体の実情（団体の性格・事業内容、市職員関与の目的、役職員の地位の兼務の有無、

職務内容、関与の程度等）に応じて、団体に対する市職員の関与の取扱いを整理する。 

その中で、市の職務と認められない場合、職務専念義務の免除の問題として整理する。 
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Ⅱ 内部統制の充実化と市民への説明責任 

１ 内部統制制度の概要 

地方公共団体の事務執行の適正を確保するため、平成 32年度より内部統制制度の導入が予定さ

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：地方自治法等の改正について（地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会第 1

回（平成 29 年 10月 17日開催）資料 2） 

 

 

内部統制制度が導入された背景には、人口減少社会においても行政サービスを安定的、持続的、

効率的かつ効果的に提供するための体制確立が求められていることがある。 

 

 

出所：「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に関する答申」

（平成 28年 3月 16日 第 31次地方制度調査会）を参考に包括外部監査人が作成 
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業務改革の推進は、内部統制の目的の 1つである「業務の効率的かつ効果的な遂行」に着目し

た取組みと整理することができる。 

 

１ 地方公共団体における内部統制  

内部統制とは、基本的に、①業務の効率的かつ効果的な遂行、②財務報告等の信頼性

の確保、③業務に関わる法令等の遵守、④資産の保全の４つの目的が達成されないリス

クを一定の水準以下に抑えることを確保するために、業務に組み込まれ、組織内の全て

の者によって遂行されるプロセスをいい、①統制環境、②リスクの評価と対応、③統制

活動、④情報と伝達、⑤モニタリング（監視活動）及び⑥ＩＣＴ（情報通信技術）への

対応の６つの基本的要素から構成される。  

この定義を踏まえると、地方公共団体における内部統制とは、住民の福祉の増進を図

ることを基本とする組織目的が達成されるよう、行政サービスの提供等の事務を執行す

る主体である長自らが、組織目的の達成を阻害する事務上の要因をリスクとして識別及

び評価し、対応策を講じることで、事務の適正な執行を確保することであると考えられ

る。  

地方公共団体においては、既に団体ごとの特性に応じて様々な形で事務の適正な執行

の確保に努めており、一定の内部統制が存在していると考えられるが、内部統制の基本

的な枠組みに基づき、既存の取組を整理し、必要に応じて改善又は是正を図ることで、

地方公共団体の組織目的をより確実に達成することが可能となる。 

 

（１）内部統制の４つの目的  

①業務の効率的かつ効果的な遂行  

業務の効率的かつ効果的な遂行とは、業務の目的の達成に向け、効率的かつ効果的に

その業務を遂行することをいう。  

地方公共団体においては、その事務を処理するに当たっては最少の経費で最大の効果

を挙げるとともに、常にその組織及び運営の合理化に努める（法第２条第 14 項及び第

15項）という法の趣旨を踏まえつつ、担当職員の個人的な経験や能力に過度に依存する

ことなく、組織として一定の水準を保ちつつ滞りなく業務を遂行できるようにすること

で、業務の目的達成を図ることが重要である。 

出所：「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）」（平成

30年 7月 27 日 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会） 

 

政令都市を除く市町村は努力義務であるとはいえ、市においても内部統制の充実化について市

民への説明責任が求められているといえよう。 
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２ 個別検出事項以外の留意事項 

個別検出事項として記載した事項の他、今回の包括外部監査の過程で検出した留意事項につい

て、以下のとおり申し添える。 

 

（１）共通化による業務合理化 

市では現在、盛岡広域圏を構成する８市町で電子入札等基盤整備事業を実施しており、平成

32年度からの本格稼働（入札参加資格申請の電子化を含む）に向けた取組みが行われている。 

 

出所： みちのく盛岡広域連携都市圏ビジョン（平成 30 年 3 月改定 盛岡広域首長懇談会 盛岡
市） 

 

電子申請の広域導入の効果について、市は大幅な事務処理時間の削減を見込んでいる。 

 1件当たりの処理時間は概ね 47分を要している。 

 一方、電子申請導入により、システム入力や確認処理等の時間が削減されるため、1件当

たり 10分程度の短縮が見込まれる。 

 誤入力エラーのシステム表示、申請入力データの正確性向上が期待され、現在の不備率（申

請件数全体の約 1／4）の減少に伴う事務処理時間の短縮も期待される。 
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一方、国では調達情報のオープン化への対応として、以下のような取組みが計画されている。 

 

ウ．調達情報のオープン化への対応  

a)現状と課題（As Is)  

物品・役務に係る競争入札参加資格情報、入札公告、落札結果等の調達情報等が一連の情報と

して提供されておらず、調達関連の情報収集に手間がかかる。 

 

b)実現したい状態（To Be)  

競争入札参加資格情報、入札公告、落札結果等の調達情報等を法人番号の利活用と APIによる

情報連携を行うことで、一元化された調達情報の提供が可能となり、公共調達市場における事業

者の参加機会の拡充、柔軟化につながる。 

また、調達情報の情報公開を推進することにより、国のみならず地方公共団体における入札価

格の設定等の参考となるなど、調達コストの低減に寄与するほか、行政の透明性、信頼性向上や

新たなサービスの創出促進につながる。 

 

c)具体的な取組内容（To Do)  

2018年 10月を目途に、総務省は、競争入札参加資格情報、入札公告、落札結果等の一元化さ

れた調達情報を提供する調達ポータルのサービス提供を行う予定。  

調達業務の API による情報連携については、2018 年度中を目途に国際標準や共通語彙基盤に

準拠した調達データ標準（内閣官房主導で整備）をもとに、調達システムにおける調達情報の標

準化の検討を行いつつ、2018年度以降順次、民間企業（外部向け）や各省庁（内部向け）のニー

ズ等を踏まえ、対象となるデータ、連携方式等の検討を行った上で、段階的に標準化・共通化し

た APIによる情報連携機能の検討を進める。  

さらに、公共調達市場における事業者の参加機会の拡充等を図るため、国の個々の調達案件に

ついて、事業者側のニーズに対応した調達情報のプッシュ型配信の在り方等を検討し、2018 年

度以降、順次、情報提供を行う。  

また、国・地方公共団体における調達事務の効率化を図るため、法人番号を活用した情報連携

による入札参加資格申請時の審査業務等、国の統一参加資格の地方公共団体への利用展開に向け

た試行的な取組を 2018年度以降、順次実施する。 

（以下省略） 

出所： 総務省デジタル・ガバメント中長期計画（平成 30 年 6 月 22 日 総務省行政情報化推進
委員会決定） 
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【留意事項】 

電子入札等基盤整備事業による効果（メリット）を包括外部監査人の視点で整理すると以下

のとおりである。 

 

手法 経済性 効率性 利便性 

行政手続のオンライン利用促進  ● ● 

システムの共同化 ●   

事務の共通化推進  ●  

広域ワンストップサービス  ● ● 

 

国との共通化を含めて、共通化の更なる推進による業務合理化の可能性が問題となる。 

この点につき市の説明によると、以下の点より共通化の更なる推進による業務合理化の余地

は乏しい、とのことである。 

 現在の国のオープンデータの整備状況では、市の競争入札参加資格申請事務への活用余

地が限られること 

 市の競争入札参加資格登録事業者のうち、国の競争入札参加資格を有する事業者は半数

程度であり、国との共通化による業務効率化や利便性への影響は限定的であること 

 そもそも国と市では発注品目や規模・方法が異なるため、市の営業品目を国の区分に合

わせることは適切ではないこと 

 法人番号が交付されない個人事業主から見ると、不公平を生じるおそれがあること 

 

しかし、法人番号を活用した情報連携による入札参加資格申請時の審査業務等、国の統一参

加資格の地方公共団体への利用展開に向けた国による試行的な取組み次第では、共通化の更な

る推進による業務合理化の余地も考えられる点に留意されたい。 
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（２）提出書類の省略 

行政手続の様々な場面で、提出書類が求められている。例えば、競争入札参加資格の登録申

請は、「建設工事」「建設関連業務委託」「物品の買入等」の 3 区分に応じて定められている

が、「建設工事」に係る提出書類を示すと以下のとおりである。 

 

№ 提出書類 
〇：必須 
△：該当者 

1 資格審査申請書（様式第 1号） 〇 

2 印鑑証明書 〇 

3 委任状（様式第 2号） △ 

4 使用印鑑届（様式第 3号） △ 

5 登記事項証明書（個人にあっては身分証明書） 〇 

6 営業所一覧表（様式第 4号） 〇 

7 専任技術者証明書又は専任技術者一覧表 〇 

8 技術職員名簿 〇 

9 技術職員の異動を証する書面（盛岡市内に本店を有する方のみ） △ 

10 納税証明書 〇 

11 
雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入を確認する書類（又は誓約
書（様式第 5号）） 

〇 

12 障害者の雇用を証明する書類 △ 

13 いわて地球環境にやさしい事業所認定書 △ 

14 新卒学卒者調書（様式第 6号） △ 

15 道路の除排雪業務活動の実施申告書（様式第 7号） △ 

16 消防団員雇用状況調書（様式第 8号） △ 

17 保護観察対象者等の雇用に係る協力雇用主としての登録を確認する書類 △ 

18 障害者就労施設等から物品等の調達申告書（様式第 9号） △ 

19 子育て支援状況を確認する書類 △ 

20 災害対応活動実施申告書（様式第 10号） △ 

21 コンプライアンスに関する申告書（様式第 11号） △ 

22 資格審査結果通知用封筒 〇 

23 総合評定値通知書 〇 

24 資格者登録票（工事）・その１（様式第 12-1号） 〇 

25 資格者登録票（工事）・その２（様式第 12-2号） 〇 

26 
資格者登録票（工事）・その３（様式第 12-4号）（盛岡市内に本店を有
する方のみ） 

△ 

27 資本関係・人的関係に関する届出書（様式第 13-1号） 〇 

28 
暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団の構成員と密接な関係を有
する者に該当しない旨の誓約書（様式第 14-1号、様式第 14-2号） 

〇 

29 
競争入札参加資格審査申請書提出書類チェックリスト（受付確認票）（様
式第 15-1号） 

〇 

出所： 平成 30 年度 盛岡市・盛岡市上下水道局 建設工事請負契約競争入札参加資格審査申請
の手引き（平成 29年 12月 財政部契約検査課） 

（注）市内業者（市内に建設業の許可を受けた本店又は営業所のある方）の提出書類を表す。 
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このうち、納税証明書（№10）は盛岡市の市税並びに法人税、所得税、消費税及び地方消費

税を滞納していないことを確認するものであり、盛岡市内に本店又は営業所等を有する法人（平

成 30年度）の場合、以下のとおりである。 

 

区分 税目 課税の有無等 提出書類等 発行先 

市税（盛
岡市分） 

法人市民税 課税有り 平成 28年度及び 29年度納
税証明書 

盛岡市 

市内に営業所等を設立後、
課税がない 

収受印のある法人の設
立・変更等の申告書の写し 

固定資産税・
都市計画税 

課税有り 平成 28年度及び 29年度納
税証明書 

課税無し 不要 － 

軽自動車税 課税有り 平成 28年度及び 29年度納
税証明書 

盛岡市 

課税無し 不要 － 

市民税に係る
特別徴収 

盛岡市から特別徴収義務
者に指定されている事業所
の場合 

平成 28年度納税証明書 盛岡市 

国税 法人税 市内に営業所等を設立後、
法人市民税の課税がない 

納税証明書（その３の３） 本店所在地
の税務署 

消費税及び地
方消費税 

課税有り 

免税 不要 － 

出所： 平成 30 年度 盛岡市・盛岡市上下水道局 建設工事請負契約競争入札参加資格審査申請
の手引き（平成 29年 12月 財政部契約検査課） 

 

国では、行政機関に対する提出書類の省略について、以下のような取組みがなされている。 
 

３ 利用者中心の行政サービス改革 

3.2 横断的サービス改革（行政サービスの 100％デジタル化） 

3）添付書類の撤廃に向けた取組 
 
これまでの取組 

内閣官房において、行政手続等の棚卸によって行政手続等における添付書類の状況につい

て把握を行うとともに、添付書類の撤廃に関する検討方針を整理した。 

各府省において、棚卸結果及び上記方針を踏まえ、各手続の添付書類の撤廃に向けた検討

を行い、その検討状況を「手続の見直し工程表」として取りまとめ、各府省中長期計画に盛

り込んだ。 

マイナンバー制度の活用やその他「４ プラットフォーム改革」に記載の各種施策の推進に

より、行政機関間の情報連携や官民を通じた情報連携を進め、行政機関に一度提出した情報の

再提出の原則不要化（ワンスオンリー）の実現を目指す。 

既に行政機関が保有している情報については、添付書類の必要性の精査や行政機関間の情報

連携等によって添付書類の提出を省略する。具体的には、個々の手続について、例えばマイナ

ンバーカードの活用による住民票の写しの添付省略など、添付書類の提出をデジタル技術の活

用で代替することはできないか、そもそも添付書類に記載されている情報を取得する必要があ

るか、事後に必要に応じて情報を参照することで代替できないか等の観点から情報取得の必要
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性を確認することや、取得する情報の行政機関内における所在を確認すること等を実施した上

で、行政機関の他の情報システムとの連携の在り方についても費用対効果も含め検討する。 

民間が発行する各種書類等、行政機関が現時点で保有していない情報についても、添付書類

のデジタル化や情報連携による取得の可能性、添付書類そのものの必要性等を精査し、添付書

類の撤廃を目指す。 

内閣官房は、各府省の協力を得て、各種添付書類の撤廃を実現するための仕組み等について

検討を行う。以下に掲げる取組を進めるとともに、その他の添付書類についても検討を進める。

各府省は、これらの検討の進捗を踏まえつつ、各府省中長期計画に基づき、添付書類の撤廃に

向けた取組を進める。 

ア．住民票・戸籍謄抄本等の添付省略（◎内閣官房、◎内閣府、総務省、法務省、全府省） 

内閣官房は、行政手続等の棚卸の結果を踏まえ、情報提供を行う立場である総務省及び法務

省の協力を得て、内閣府や添付省略の可能性のある手続を所管する各府省と連携し、住民票・

戸籍謄抄本等の省略に向けたマイナンバーカードの活用やバックオフィス連携の仕組みについ

て検討を行い、添付省略に向けた方策を取りまとめる。法務省は、戸籍事務へのマイナンバー

制度の導入について、2019年（平成 31年）通常国会への法案提出に向けて検討を進める。 

KPI：住民票の写しの添付が必要な手続の種類数 

KPI：戸籍謄抄本等の添付が必要な手続の種類数 

イ．登記事項証明書の添付省略（◎内閣官房、◎総務省、◎法務省、全府省） 

登記事項証明書（商業法人）の提出を必要とする全手続について、情報連携の仕組みが構築

される 2020年度（平成 32年度）以降、登記事項証明書（商業法人）の提出の原則不要化を実

現する。加えて、登記事項証明書（不動産）についても、添付省略に向けた検討を進める。 

法務省は、「登記・法人設立等関係手続の簡素化・迅速化に向けたアクションプラン」（平成

28 年 10 月 31 日 CIO 連絡会議決定）に基づき、登記事項証明書（商業法人）について、2020

年度（平成 32 年度）までに、各府省のニーズを踏まえて、情報連携の仕組みを構築する。加

えて、登記事項証明書（不動産）について、引き続き情報連携の仕組みを検討する。 

KPI：登記事項証明書（商業法人）が必要な手続の種類数 

出所： デジタル・ガバメント実行計画（平成 30年 7月 20日デジタル・ガバメント閣僚会議決
定） 

 

Ⅱ 利用者中心の行政サービス改革 

（２）横断的サービス改革 

 イ 添付書類の撤廃 

 （中略）なお、「納税証明書」については、既に電子的取得は可能となっており、活用の拡大

が望まれるが、行政機関への入札・契約に係る競争参加資格申請において事業者が添付書類とし

て提出している「納税証明書」については、行政機関間の情報連携による提出省略化に向けて関

係省庁とともに検討を進めていく。 

出所： 財務省デジタル・ガバメント中長期計画（2018年 6月 25日財務省行政情報化推進委員
会） 
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【留意事項】 

提出書類である納税証明書の発行元に盛岡市が含まれており、発行元と提出先が同一（盛岡

市）となることから、利便性の観点から市内部の情報連携により提出書類を省略できないかが

問題となる。 

この点につき市の説明によると、以下の点より、提出書類として市が発行する納税証明書を

求めることは適正な取扱いである、とのことである。 

 申請者の同意があれば税担当課以外の部署による目的外利用まで否定されないとはいえ、

税情報の目的外利用は慎重であるべきである。 

 市税の納入状況の証明が必要な場合には、自らが証明書を取得して市に提出するのが原

則であり、申請者は盛岡市手数料条例に定められた証明手数料を支払って証明書の交付

を受けることになる。申請者の同意を得たうえで税担当課以外の部署に当該税情報を提

供する取扱いとすることは、特定の者が支払うべき手数料分の事務経費をその他の第三

者に転嫁することに繋がるため、望ましくない。 

 申請者に納税証明書の提出を求めるのは、国や多くの自治体が採用している取扱いであ

り、申請者に過大な負担を求めるものではない。 

 

しかし、申請者の同意を得たうえで、その範囲に限定し税担当課以外の部署が税情報の目的

外利用することは、申請書の利便性の向上に資することであるから、提出書類の省略化の余地

があると考えられる。利用者の立場より以下のような意見があることにも留意されたい。 

 

①行政機関に対する提出書類の省略  

国や地方自治体が実施する建設工事等の競争入札への参加資格申請にあたり、事業者は登記事

項証明書や納税証明書、保有資格等の様々な証明書を提出しなければならない。このほかにも、

印鑑証明書や代表者事項証明書、現在事項全部証明書、履歴事項全部証明書、履歴事項一部証明

書など、行政が保有する証明書を事業者に入手・提出させている事例は多くみられる。 

このような事業者の負担を軽減するため、行政手続における法人番号の入力を原則化するとと

もに、法人番号を活用した行政機関間のバックオフィス連携により証明書の提出を省略すべきで

ある。 

また、地方自治体の入札案件では、自治体ごとに入札参加申請書や委任状の様式が異なるため、

事業者の書類作成に係る負担が大きい。法人番号に入札の基本情報を紐付けることで、ワンスオ

ンリー原則を実現し、個別に入札関連書類を作成することを省略すべきである。 

出所： 国民本位のマイナンバー制度への変革を求める（2018 年 2 月 20 日 一般社団法人日本
経済団体連合会） 
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３ 市が取り組むべき課題 

個別検出事項を踏まえた包括外部監査人の問題認識は以下のとおりである。 

 

 
包括外部監査人の問題認識 関連する個別検出事項 

業務処理 業務改革の推進への取組みが一部の部署に止

まっており、全庁的な取組みに至っていないた

め、業務改革の推進による業務合理化の余地は

大きいと考えられる。 

 電子媒体化による業務効率化

の余地 

 ICT 活用による業務効率化の

余地 

契約 情報システム部署による専門的見地からの関与

を高めることにより、ICT調達や民間活用に関

連する契約の透明性を確保する余地は大きいと

考えられる。 

 合理的理由に乏しい随意契約 

人員配置 現行の業務量の把握が不十分なため、業務改革

の推進による成果（例えば、現行業務の見直し

によるコスト削減）の測定が困難であるととも

に、業務改革の推進のインセンティブが働き難

いと考えられる。 

 個々の業務量の積み上げによ

らない必要人員数の積算 

 時間外勤務の過小認識の懸念 
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このような問題認識を踏まえ、市は以下の課題に取り組む必要があると考える。 

 

（１）長のリーダーシップの発揮 

市の内部統制が有効に機能するためには、長の意識が最も重要と考えられる。 

 

３ 内部統制に関係を有する者の役割  

（１）長  

長は、地方公共団体の事務について包括的な管理執行権限を有しており、内部統制の

整備及び運用に関しても最終的な責任者である。  

長は、その補助機関である職員（副知事又は副市町村長等、会計管理者及びその他職

員）に対する指揮監督（補助執行の方針、基準及び手続等についての命令や、遵守義務

の違反、職務の達成上不適当なことはないかの監視及び是正）（法第154 条）を通じて、

内部統制の整備及び運用を自らの事務として処理することとなる。  

長は、統制環境に係る諸要因及びその他の内部統制の基本的要素に影響を与える組織

文化に大きな影響力を有しており、地方公共団体における内部統制が有効に機能するか

を大きく左右する。  

なお、副知事・副市町村長・部局長など、特定の事務や組織における責任者について

は、長の意向を直接的に踏まえ、その権限の範囲内において、内部統制に関して重要な

役割を担うこととなる。 

出所：「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイドライン（たたき台）」（平成
30年 7月 27日 地方公共団体における内部統制・監査に関する研究会） 

 

市における内部統制についての組織的な取組の方向性等を「内部統制に関する方針」として

策定・公表することにより長の姿勢を明確にし、内部統制の取組を先導していくことが求めら

れると考える。 
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（２）成果指標の明確化 

市における業務改善の取組は、盛岡市総合計画実施計画に掲げる自治体経営の取組の 1 つで

ある「事務改善の推進」に示されている。 
 

方針１：市民参画や協働によるまちづくり 

 推進項目Ⅰ 協働の環境整備 

 推進項目Ⅱ 公民連携の推進 

 推進項目Ⅲ 広聴機能の充実 

 推進項目Ⅳ 分かりやすい行政情報の提供 

方針２：経営資源配分の最適化 

行政評価システムの活用やアセットマネジメントの推進により、限られた経営資源配分の最適

化を図るとともに、常に仕事の進め方を見直し、事務改善を進めることにより、低コストで高品

質なサービスの提供を目指します。 

 推進項目Ⅰ 予算配分の最適化 

 推進項目Ⅱ アセットマネジメントの推進 

 推進項目Ⅲ 事務改善の推進： 

市民のニーズに柔軟に対応するため、常に事務の改善を進めるとともに、市

民により身近な窓口業務の適正化を図り、併せて市民の利便性を向上させるた

め、より簡単に行政手続や情報が入手できるよう電子市役所を構築します。 

方針３：健全な財政運営の実現 

 推進項目Ⅰ 将来負担を意識した財政運営 

 推進項目Ⅱ 自主財源の確保 

 推進項目Ⅲ 出資等法人の健全経営の確保 

 推進項目Ⅳ 地方公営企業の経営の効率化及び健全化 

方針４：信頼される市政の確立 

 推進項目Ⅰ 組織・人事の適正化 

 推進項目Ⅱ 職員人材育成の推進 

 推進項目Ⅲ 公正な行政事務の確保 

方針５：自律した経営の推進 

 推進項目Ⅰ 地方分権の推進 

 推進項目Ⅱ 他の自治体との連携の推進 

出所：盛岡市総合計画（基本構想）2015-2025 
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「事務改善の推進」に掲げる指標や主な取組は以下のとおりである。 
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出所：盛岡市総合計画（実施計画）2017-2019 

 

しかし、以下の点を考慮すると、市が掲げる「事務改善の推進」により効率性を十分に発揮

できるといえるか疑問である。 

 推進項目の進捗を測定するため掲げられている指標のうち、効率性の指標は「職員ア

ンケート調査「この一年間に自らの業務の改善に取り組んだ」と答えた職員の割合」

のみと考えられるが、当該指標は活動指標の 1 つではあるものの、効率性の成果指標

とは考え難いこと 
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 主な取組の 1 つとして掲げられている「業務プロセス・手段の改善」の取組内容が抽

象的である。市では、業務改革改善事例発表会の開催を実施しているものの、当該取

組みで効率性の発揮を測定することは困難であること 

 

総合計画に掲げる推進項目の実効性を確保するため、成果指標（例えば、現行業務の見直し

による削減コスト）を明確にする必要があると考える。 

 

（３）推進体制の充実化 

内部統制の取組みを実行に移すためには、各職員及び各部局の具体的な取組みの拠り所とな

る全庁的なルールを策定する必要があるため、内部統制の充実化への取組みには全庁的な体制

の整備が必要である。 

また、業務改革の推進には ICT の積極的な活用が不可欠である。例えば、個別検出事項「１

（１２）ICT 活用による業務効率化の余地」に記載のとおり、市民税課では RPA の活用を検討

するなど業務量削減に向けた取組みを始めているが、このような取組みを他部門でも検討でき

るよう、各部門の自主性に任せるだけではなく、ICT 活用に関する情報提供など全庁的な取組

みへと広げていく必要がある。このためには、市における情報化の推進に係る企画調整を担う

部署である情報企画課の役割が重要になると考えられる。 

しかし、市における以下の現状を考慮すると、業務改革の推進体制が十分といえるか疑問で

ある。 

 内部統制制度対応の推進部署が定かではなく、内部統制の充実化に向けた全庁的な取

組み体制の整備に至っていないこと 

 情報企画課の分掌事務は「情報化の推進に係る企画調整」と「電子計算組織の運用そ

の他の管理の総括」に区分されるが、現在の情報企画課の人員体制（８名）では、前

者の役割を十分に発揮するのは難しいと考えられること 

 業務改革の推進が個々の原課の取組み努力に大きく委ねられているが、原課の立場か

ら見れば、既存業務に従事しながら、追加的な人的手当なく業務改革を推進するのは

難しいと考えられること 

 

業務改革の推進には一定の先行投資が必要であり、民間活用を含めた推進体制の充実化を図

る必要があると考える。 

 



87 

添付資料１．学校徴収金会計の管理状況（学校別） 

 

学校名 

給食費の納入方法 給食費の管理主体 

給食費

の納入

回数 

①児

童・生

徒が学

校持参 

②保護

者が学

校持参 

③PTA

が集金

のうえ

学校持

参 

④口座

振込 

⑤PTA

が集金

のうえ

口座振

込 

⑥口座

引落 

中学校

給食運

営協議

会 

都南学

校給食

ｾﾝﾀｰ

運営委

員会 

玉山学

校給食

ｾﾝﾀｰ

運営委

員会 

学校単

独 

小学校 

仁王 10            ●       ● 

城南 10            ●       ● 

桜城 10            ●       ● 

厨川 10  ●                 ● 

仙北 10    ● ●             ● 

杜陵 10    ● ●             ● 

山岸 10            ●       ● 

大慈寺 10    ●       ●       ● 

米内 10            ●       ● 

土淵 10            ●       ● 

中野 10            ●       ● 

本宮 10    ●       ●       ● 

青山 10  ●                 ● 

北厨川 10            ●       ● 

河北 10            ●       ● 

上田 10    ●       ●       ● 

山王 10    ●   ●           ● 

緑が丘 10        ●           ● 

太田 10            ●       ● 

太田東 10        ●           ● 

繋 10        ●           ● 

城北 10            ●       ● 

大新 10            ●       ● 

松園 10            ●       ● 

月が丘 10            ●       ● 

高松 10        ●           ● 

東松園 10            ●       ● 

北松園 10    ●   ●   ●       ● 

向中野 10  ● ●   ●       ●     

見前 10          ●     ●     

飯岡 10        ● ● ●   ●     

羽場 10          ● ●   ●     

永井 10            ●   ●     

手代森 10            ●   ●     

津志田 10  ● ● ●   ●     ●     

見前南 10          ●     ●     

都南東 10            ●   ●     

玉山 10  ●               ●   

渋民 10  ● ●     ●       ●   

生出 10          ●       ●   

巻堀 10          ●       ●   

好摩 10            ●     ●   
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学校名 

給食費の納入方法 給食費の管理主体 

給食費

の納入

回数 

①児

童・生

徒が学

校持参 

②保護

者が学

校持参 

③PTA

が集金

のうえ

学校持

参 

④口座

振込 

⑤PTA

が集金

のうえ

口座振

込 

⑥口座

引落 

中学校

給食運

営協議

会 

都南学

校給食

ｾﾝﾀｰ

運営委

員会 

玉山学

校給食

ｾﾝﾀｰ

運営委

員会 

学校単

独 

中学校 

下橋 8            ● ●       

下小路 7            ● ●       

厨川 8            ● ●       

上田中 7            ● ●       

河南 10            ● ●       

仙北 1  ●                  ● 

大宮 8            ●        ● 

米内 10            ●  ●       

土淵 10            ●        ● 

黒石野 9            ●  ●       

繋 10        ●            ● 

城西 9            ●  ●       

城東 10            ●  ●       

北陵 8            ●        ● 

松園 8            ●  ●       

北松園 10            ●  ●       

見前 9            ●   ●     

飯岡 10        ● ● ●   ●     

乙部 10            ●   ●     

見前南 10            ●   ●     

玉山 10  ●               ●   

渋民 10          ●       ●   

巻堀 10            ●     ●   

合計  8 10 3 10 10 44 11 13 8 33 

出所：教育委員会事務局作成資料 
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添付資料２．盛岡市学校徴収金事務取扱要領 
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出所：盛岡市学校徴収金事務取扱要領（平成 21年 11月 16日 教育長決裁） 
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添付資料３．学校徴収金会計の明細（市立高校） 

 

№ 区分 名称 
預金口座 

の名義 

出納 

責任者 

会計 

担当者 

収入額 

（29年度） 

支出額 

（29年度） 

預金残高 

（29年度末） 
決算の報告方法 備考 

1 

学校徴収金 

１学年学習関係費 校長 副校長 教諭 25,967 23,365 2,602 

生徒保護者に文書で報告 

  

2 ２学年学習関係費 校長 副校長 教諭 15,070 12,183 2,887   

3 ３学年学習関係費 校長 副校長 教諭 14,196 14,195 0 1千円を同窓会へ繰出 

4 生徒会 校長 副校長 教諭 11,082 10,482 601 生徒総会時に文書で報告 部活動費を含む 

5 

団体会計 

（教育振興会） 

教育振興会 校長 副校長 教諭 30,632 27,563 3,070 PTA・教育振興会総会時に文

書で報告 

教育振興会会則により預

金口座を校長名義 

6 全国大会遠征積立金 校長 副校長 教諭 24,721 3,504 21,218   

7 周年記念事業積立金 校長 副校長 教諭 3,401 0 3,401 
未実施（周年記念事業開催時

に報告予定） 
創立百周年（32年度） 

8 学校徴収金 進路指導会計 校長 副校長 教諭 3,109 2,374 735 

PTA・教育振興会総会時に文

書で報告 

  

9 
団体会計 

（教育振興会） 
模試会計 校長 副校長 教諭 2,978 2,978 0   

10 団体会計（PTA） PTA 校長 副校長 教諭 4,543 2,240 2,303 
PTA会則により預金口座

を校長名義 

11 団体会計 

（同窓会） 

同窓会 校長 副校長 教諭 2,614 1,708 906   

12 同窓会特別会計 校長 副校長 教諭 1,066 0 1,066   

13 学校徴収金 桜窓会館運営費 校長 副校長 事務職員 4,011 321 3,690 決算報告は未実施   

     合計 143,390 100,911 42,479   
 

出所：市立高校作成資料 
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添付資料４．市に事務局を有する団体 

 

№ 担当課 名称 

予算・決算（単位：千円） 

29年度 
決算 

30年度 
予算 

30年度 
負担・補助金 

29年度末 
現金残高 

1 

企画調整課 

盛岡市統計調査員協議会 645  803  157  107  

2 岩手県統計調査員協議会連合会県央支部 155  359  0  223  

3 岩手県統計調査員協議会連合会 2,268  2,359  0  801  

4 
都市戦略室 

盛岡ブランド市民推進委員会 1,100  1,970  1,000  991  

5 盛岡広域首長懇談会 1,467  1,495  1,495  0  

6 広聴広報課 盛岡地区広報協議会 32  366  10  301  

7 東京事務所 東京盛岡ふるさと会 1,276  1,303  100  298  

8 職員課 盛岡市職員互助会 20,011  21,215  0  69,822  

9 

管財課 

盛岡地区広域土地開発公社 51,255  49,441  0  51,255  

10 岩手県内土地開発公社連絡協議会 336  解散予定 0  336  

11 盛岡市愛宕町職員駐車場利用者会 7,554  18,582  0  11,144  

12 消防対策室 岩手県消防協会盛岡紫波地区支部 2,292  1,477  450  266  

13 財政課 岩手県都市財政運営連絡協議会 107  107  0  6  

14 市民協働推進課 
世界につながるまち盛岡”市民会議（平成 29年度改

称） 
1,821  3,542  3,150  56  

15 文化国際室 （公財）盛岡国際交流協会 9,684  9,648  6,299  1,894  

16 

くらしの安全課 

盛岡交通指導員連絡協議会 1,074  1,719  342  614  

17 盛岡市交通指導隊互助会 1,873  8,387  550  6,432  

18 盛岡市防犯協会 7,625  9,096  5,477  1,484  

19 暴力団追放盛岡市民会議 631  1,315  170  664  

20 

スポーツ推進課 

盛岡市スポーツ推進委員協議会 1,343  1,765  490  366  

21 岩手県内都市社会体育研究会 20  121  0  107  

22 盛岡広域スポーツコミッション 2,894  2,834  1,763  384  

23 御所湖一周ウオーキング大会事務局 0  0  0  129  

24 医療助成年金課 岩手県都市国民年金協議会 予算無し 

25 
消費生活センター 

盛岡消費者まつり実行委員会 0  0  0  320  

26 岩手県都市消費者行政連絡協議会 230  238  182  56  

27 市民登録課 岩手県戸籍住民基本台帳事務連絡協議会 387  540  372  168  

28 太田支所 太田地区自治会協議会 808  2,141  116  759  

29 健康保険課 国保盛岡地区協議会 726  1,497  73  687  

30 

都南総合支所 

都南地区交通安全連絡協議会 825  838  646  42  

31 都南地区防犯協会連合会 1,610  1,850  0  464  

32 都南地区企業等地域安全連絡会 325  370  0  0  

33 

環境企画課 

あすを築く盛岡市民運動実践協議会 

自然愛護運動部会 
193  0  0  93  

34 
きれいな街づくり運動図画コンクール及び花の児童

画コンクール実行委員会 
501  528  250  28  

35 
廃棄物対策課 

岩手県市町村清掃協議会 450  1,083  11  684  

36 県央ブロックごみ・し尿処理広域化推進協議会 46,741  61,234  22,796  826  

37 
資源循環推進課 

盛岡市きれいなまち推進協議会 1,644  2,126  921  466  

38 盛岡市廃棄物処分場環境保全対策協議会 72  96  74  24  

39 クリーンセンター 盛岡市クリーンセンター公害防止対策協議会 675  669  540  129  
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№ 担当課 名称 

予算・決算（単位：千円） 

29年度 

決算 

30年度 

予算 

30年度 

負担・補助金 

29年度末 

現金残高 

40 
地域福祉課 

日本赤十字社岩手県支部盛岡市地区 5,176  5,109  0  0  

41 日本赤十字社岩手県支部盛岡市地区有功会 293  455  0  123  

42 

障がい福祉課 

盛岡市障がい者スポーツ大会実行委員会 810  917  390  105  

43 盛岡市自立支援協議会 現金取扱い無し 

44 盛岡広域圏障害者自立支援協議会 現金取扱い無し 

45 長寿社会課 盛岡市金婚慶祝会実行委員会 2,774  3,030    253  

46 
保健所企画総務課 

盛岡市献血推進協議会 1,127  1,054  1,000  54  

47 盛岡市保健推進員協議会 1,423  1,593  1,021  165  

48 健康増進課 盛岡市食生活改善推進員団体連絡協議会 1,391  1,396  0  91  

49 少年センター 岩手県少年センター連絡協議会 347  306  7  196  

50 

経済企画課 

「映画の街盛岡」推進事業実行委員会 1,808  1,682  829  420  

51 「ゆかたのまち盛岡」推進事業実行委員会 222  303  0  43  

52 もりおか映画祭実行委員会 3,726  4,000  1,000  630  

53 

ものづくり推進課 

地域人材育成ネットワーク事業実行委員会 419  883  160  247  

54 つなぎ温泉地熱利用促進協議会 現金取扱い無し 

55 盛岡市・岩手大学連携推進協議会 335  551  150  251  

56 盛岡広域地域産業活性化協議会 4,584  3,957  1,097  622  

57 盛岡市産業まつり実行委員会 3,895  5,696  2,185  1,039  

58 盛岡市特産品振興協議会 1,162  962  50  25  

59 在京盛岡広域産業人会 1,150  1,623  0  243  

60 

観光交流課 

盛岡市の物産と観光展実行委員会 6,068  6,206  3,600  1,473  

61 チャグチャグ馬コ振興協賛会 6,636  6,380  0  2,106  

62 チャグチャグ馬コ保存会 20,986  20,452  7,127  2,363  

63 おもてなし推進協議会 921  798  300  138  

64 盛岡・八幡平広域観光推進協議会 11,677  12,375  4,023  2,133  

65 盛岡デー実行委員会 4,229  3,753  2,900  852  

66 全国高校生短歌大会実行委員会 5,280  5,542  4,275  33  

67 盛岡市街並み保存活用推進協議会 773  802  800  2  

68 石川啄木没後百年記念事業実行委員会 356  356  0  356  

69 

農政課 

盛岡市農業振興連絡協議会 3,022  3,028  2,273  271  

70 盛岡市認定農業者協議会 1,593  1,812  100  283  

71 盛岡市農業青年スタッグビートルズ 167  206  30  35  

72 盛岡市農業まつり実行委員会 2,450  2,595  1,411  175  

73 盛岡市農業再生協議会 7,606  6,006  6,006  0  

74 河東地区（手代森）農道整備事業推進協議会 1,356  596  0  596  

75 盛岡地方農業農村振興協議会 6,331  10,810  825  3,400  

76 盛岡市グリーン・ツーリズム推進協議会 予算無し 

77 盛岡りんご推進協議会 1,368  662  325  337  

78 盛岡市鳥獣被害防止対策協議会 3,343  4,816  235  0  

79 もりおか短角牛振興協議会 496  526  420  31  

80 林政課 （公社）岩手県緑化推進委員会盛岡支部 6,528  10,179  0  1,922  

81 
中央卸売市場 

盛岡市中央卸売市場運営協力会 16,871  15,774  3,907  326  

82 盛岡市中央卸売市場放送委員会 320  381  0  57  
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№ 担当課 名称 

予算・決算（単位：千円） 

29年度 

決算 

30年度 

予算 

30年度 

負担・補助金 

29年度末 

現金残高 

83 

道路管理課 

岩手地区国道協議会 1,212  1,489  80  288  

84 岩手県雪対策協議会 277  230  0  10  

85 盛岡地区広域地域づくり協議会幹事会 268  269  20  187  

86 道路関係整備期成同盟会９団体合同要望 349  349  0  0  

87 

交通政策課 

盛岡市内バス運営協議会 1,364  未調製 143  254  

88 盛岡市バスの日まつり実行委員会 1,520  未調製 600  277  

89 いわて銀河鉄道沿線地域等活性化協議会 予算無し 

90 

道路建設課 

岩手県都市計画街路事業促進協議会 58  58  0  58  

91 
岩手県土木工事費設計積算システム活用 

連絡協議会 
69  224  3  125  

92 岩手県内市町村公共事業評価連絡協議会 14  14  0  14  

93 河川課 北上川ダム管理協議会 79  419  28  339  

94 都市計画課 盛岡広域都市計画推進協議会 77  144  20  84  

95 

公園みどり課 

盛岡市公園愛護会 1,228  2,041  380  423  

96 盛岡市グリーンバンク 4,585  4,141  1,000  8,174  

97 もりおか環境緑化まつり実行委員会 1,728  2,290  2,261  9  

98 玉山総合事務所 

総務課 

盛岡市婦人消防協力隊 547  593  543  50  

99 玉山地域自治会連絡協議会 590  837  260  175  

100 税務住民課 玉山地域交通安全防犯協会連合会 445  434  393  1  

101 

産業振興課 

盛岡北生活研究グループ連絡協議会 39  160  0  92  

102 玉山区物産振興協議会 131  200  0  200  

103 玉山夏まつり実行委員会 5,438  5,542  4,130  511  

104 岩洞湖まつり実行委員会 1,016  1,282  1,000  265  

105 
盛岡市玉山地域農業用廃プラスチック 

適正処理推進協議会 
2,780  3,008  415  54  

106 玉山畜産環境保全組合 1,177  692  260  0  

107 盛岡北部畜産共進会実行委員会 1,365  1,364  350  104  

108 市営牧野放牧牛互助会 153  337  0  381  

109 盛岡市玉山地域農業再生協議会 3,654  3,340  3,340  0  

110 

上下水道局総務課 

（公社）日本水道協会岩手県支部 6,476  7,121  313  21,678  

111 盛岡市上下水道局職員互助会 8,789  37,251  0  32,949  

112 盛岡市上下水道局愛宕町職員駐車場利用者会 2,106  3,453  0  3,453  

113 岩手県下水道協会 4,876  4,598  500  3,142  

114 上下水道部経営企画課 北上川上流流域下水道事業推進協議会 4  161  0  161  

115 

議会事務局 

岩手県市議会議長会 5,676  6,554  59  861  

116 盛岡市市政調査会 予算無し 

117 盛岡市議会議員互助会 211  1,088  0  632  

118 盛岡市スポーツ振興議員連盟 予算無し 

119 （教）総務課 岩手県市町村教育委員会協議会 646  860  95  0  

120 
（教）学務教職員課 

（公財）岩手育英会 139,051  137,485  195  41,366  

121 盛岡市中学校給食運営協議会 49,434  65,362  0  8,385  

122 
（教）学校教育課 

盛岡市障がい児教育推進協議会 78  78  76  2  

123 盛岡地域生徒指導研究推進協議会 636  638  636  2  
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№ 担当課 名称 

予算・決算（単位：千円） 

29年度 

決算 

30年度 

予算 

30年度 

負担・補助金 

29年度末 

現金残高 

124 

（教）生涯学習課 

岩手県社会教育連絡協議会 2,444  2,490  246  3,993  

125 盛岡市・うるま市中学生交流事業実行委員会 1,639  1,670  1,089  30  

126 盛岡市成人のつどい実行委員会 73  73  73  0  

127 盛岡ユネスコ協会 
会議出席、連絡調整、取次業務のみ関与（経理事

務の関与なし） 

128 （教）歴史文化課 盛岡市無形民俗文化財保存連絡協議会 2,880  3,486  2,183  567  

129 

中央公民館 

太田民俗資料館運営委員会 99  186  0  76  

130 「郷土太田と私たち」運営委員会 予算無し 

131 盛岡市社会教育指導員協議会 41  24  0  0  

132 
西部公民館 

盛岡市自治公民館連絡協議会西部地区連絡協議会 205  215  0  96  

133 西部公民館利用サークル団体協議会 80  61  0  19  

134 
見前地区公民館 

見前地区自治公民館連絡協議会 680  945  80  297  

135 見前地区子ども育成会連絡協議会 87  80  0  10  

136 乙部地区公民館 
乙部地区自治公民館連絡協議会・乙部地区町内会

連絡協議会 
713  811  698 98  

137 玉山地区公民館 玉山薮川地区自治会連絡協議会 155  219  20  0  

138 
好摩地区公民館 

巻堀・姫神地区自治会連絡協議会 38  133  20  97  

139 好摩地区自治会連絡協議会 89  143  20  53  

140 都南学校給食センター 盛岡市都南学校給食センター運営委員会 258,179  267,713  0  8,311  

141 玉山学校給食センター 盛岡市玉山学校給食センター運営委員会 43,040  49,978    1,109  

142 

市立高校 

盛岡市立高等学校ＰＴＡ 2,240  5,080    2,303  

143 盛岡市立高等学校教育振興会 27,563  28,912    3,070  

144 盛岡市立高等学校同窓会 1,708  2,106    906  

145 

選挙管理委員会事務局 

岩手県市町村選挙管理委員会連合会 159  224  10  62  

146 岩手県市町村選挙管理委員会連合会盛岡支会 741  783  6  66  

147 岩手県都市選挙管理委員会連合会 予算無し 

148 盛岡市明るい選挙推進協議会 予算無し 

149 
監査委員事務局 

盛岡地区監査委員協議会 173  510  56  286  

150 岩手県都市監査委員会 320  904  39  312  

151 

農業委員会事務局 

盛岡市農業委員会互助会  2,526  2,250  0  534 

152 岩手県都市農業委員会会長会  756  993  19  102 

153 盛岡地方農業委員会連絡協議会 227  338  51  154  

154 盛岡市農業後継者結婚相談員連絡協議会 35  109  60  33  

  
合計 904,705  1,023,228  115,650  321,112  

 

出所：職員課作成資料 
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添付資料５．地方行政サービス改革の取組状況 

 

市区町

村名 

(3)窓口業務改革の実施状況 （４）庶務業務の集約化状況 

総合窓

口の 

設置状

況 

総合窓

口の 

設置予

定時期 

窓口業

務の 

民間委

託状況 

業務改革

において

BPRの手

法を用い

た業務分

析に取り

組んだこ

とがありま

すか 

業務改

革効果

を把握

してい

ますか 

実施状

況 

民間委

託状況 

対象部局 

 

対象業務 

 

業務改

革にお

いて

BPRの

手法を

用いた

業務分

析に取り

組んだこ

とがあり

ますか 

業務

改革

効果

を把

握し

てい

ます

か 

首
長
部
局 

企
業
局 

教
育
委
員
会 

そ
の
他 

｢実施予定無し｣及び

｢首長部局未設置団

体｣は「未実施の理由」

を、｢実施予定あり｣の

団体は｢実施予定時

期｣を記述してくださ

い。 

 

給
与
業
務 

旅
費
業
務 

福
利
厚
生
業
務 

財
務
会
計
業
務 

青森市 
設置予

定 

平成 29

年度 
委託有 

  

実施予

定無し 

委託予

定無し     

現時点で設置の予定

はありません。       

八戸市 
設置予

定無し 
  

委託予

定無し   

実施予

定無し 

委託予

定無し     

設置による各課の人員

削減等、財政効果が

見込めないため 
      

盛岡市 
設置予

定無し 
  

委託予

定無し   

実施予

定無し 

委託予

定無し     

人事・給与システム等

の導入により，各部局

や行政委員会におけ

る事務が相当程度軽

減されていることに加

え，既に給与及び福利

厚生事務などの多くの

部分が市長部局に集

約されているため。 

      

秋田市 
設置済

み 
  委託有 ○ 

 

実施済

み 

委託予

定無し 
○ ○ ○ ○   ○ 

 
○ 

   

山形市 
設置予

定無し 
  委託有 ○ ○ 

実施予

定無し 

委託予

定無し     

27年度より庶務事務シ

ステムを導入したことに

伴い総務事務のやり方

が大きく変化したた

め、その効果を検証し

たうえで、総務事務の

今後のあり方について

検討していく。 

      

福島市 
設置済

み 
  

委託予

定無し   

実施予

定無し 

委託予

定無し     

設置の是非について

検討したことがない。       

郡山市 
設置予

定無し 
  委託有 

  

実施予

定無し 

委託予

定無し     

BPRの過程で設置の

是非等を検討する。     
○ 

 

いわき市 
設置予

定無し 
  委託有 

  

実施予

定無し 

委託予

定無し     

現行のまま事務処理を

行う方が効率的である

と考える。 
      

 

出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票① 
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市区町

村名 

（５）自治体情報ｼｽﾃﾑのクラウド化 

実施済 実施予定 検討中 未実施 

自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
又
は 

単
独
ク
ラ
ウ
ド
実
施
済
み 

実施時

期 

(自治体

クラウド） 

実施時

期 

（単独ク

ラウド） 

自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
又
は 

単
独
ク
ラ
ウ
ド
実
施
予
定 

実施時

期 

(自治体

クラウド） 

実施時

期 

（単独ク

ラウド） 

 
検討状況 

 
実施しない理由 

青森市 
  

        
 

  ○ 

現情報システムは平成 24年度か

ら（Ｈ24～Ｈ26）構築プロジェクトと

して開発業務を進めてきたが、そ

の中で自治体クラウドの導入につ

いては業務効率化を図るための

システム仕様、システム導入時期

等課題が多く、また共同化を図る

他自治体が無かったことから独自

開発することとしたため。 

八戸市 
  

        
 

  ○ 

マイキープラットフォームに関する

国の事業スキームが明確になり次

第、検討予定。 

盛岡市 
  

        ○ 

現時点で予定しているものは

無いが，国の動向をふまえて

業務系システムの更新時期等

にあわせて検討することとして

いる。 

 
  

秋田市 
  

        ○ 
類似業務システム単位での仮

想化統合を推進している。  
  

山形市 
  

        
 

  
 

  

福島市 ○ 
 

平成 24

年度 
      

 
  

 
  

郡山市 
  

        ○ 
情報主管課のみの実務レベル

で検討中  
  

いわき市 
  

        ○ 

 クラウド化については、基幹

系業務システムのオープン化

を検討する中で、手法の一つと

して検討していく予定である。 

 
  

 

出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票① 
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市区町

村名 

問 13           

取組中の行政改革の項目         

①定数管理 

③機関の協同設置等、他

自治体との連携による事

務の効率化 

⑤業務改善の取組  

b o１ o2 p1 p2 o１ o2 p1 p2 o１ o2 p1 p2 

  

実
施
の
有
無 

主な 

取組の 

名称 

数
値
目
標 

設
定
の
有
無 

数値目標 

の内容 

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名

称 

数
値
目
標 

設
定
の
有
無 

数

値

目

標

の

内

容 

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名称 

数
値
目
標 

設
定
の
有
無 

数値目標 

の内容 

青森市 ○ 

業務量の変

化に応じた

職員配置 

            ○ 
内部統制の強化・全庁

共通事務の改善 
    

八戸市 ○ 
適正な定員

管理の推進 
○ 

H32年 4月 1日現在

1,331 人以下 

（H26年 4月 1日現在

1,305 人） 

        ○ 
グループ単位での業務

改善の推進 
    

盛岡市 ○ 
定員の適正

化 
    ○ 

岩手県地

方税特別

滞納整理

機構の活

用 

    ○ 

・業務プロセス・手段の

改善 

・窓口サービスの向上

の推進 

・電子市役所の構築 

    

秋田市 ○ 

新・県都『あ

きた』改革プ

ラン 

（第６次秋田

市行政改革

大綱） 

○ 

・平成 27年 4月 1日時

点の職員数(2,537人）

を上限とした定数管理 

・平成２９年度以降は、

消防職員の定数を 10

人増やしたため 2,547

人を上限とした定員管

理 

○ 

八橋下水

道終末処

理場と秋

田臨海処

理セン

ターの機

能統合 

    ○ 

かんＴＡＮ！かいＺＥ

Ｎ！大作戦！の実施

（業務改善の取組を促

進し、庁内で共有） 

    

山形市 ○ 

第 3次職員

定員適正化

計画の推進 

○ 

全常勤正職員数を

H27.4.1 と比較し

H31.4.1に 24人の減 

        ○ 

①事務事業を見直す

仕組みの充実 

②改善活動の推進 

③内部事務処理システ

ム(文書管理・庶務事

務・財務会計）導入に

よる事務の効率化 

○ 

①仕事の検証システムに

おいて、各事務事業ごと

に設定した数値目標に達

した事務事業数を毎年度

95％以上 

②職員提案制度における

提案件数に対する採用件

数の割合 毎年度 60％以

上 

③電子決裁率 100％ 

福島市 ○ 
第 4次定員

適正化計画 
○ 

平成 23年度から平成

28年度までの 6年間で

109名の減員を図る 

        ○ 
行政評価の見直し・改

善 
    

郡山市 ○ 

技能労務職

の退職者不

補充など 

    ×       ○ 

郡山市行財政改革大

綱に基づく TQMの推

進(業務カイゼン、BPR) 

○ 

各事業ごとに業務カイゼ

ンのための目標等を持っ

ている。郡山市行財政改

革大綱に基づくカイゼン

運動の目標については、

年間カイゼン件数 240

件、削減事務時間数 1200

時間などを掲げている。 

いわき市 ○ 
定員の適正

管理 
                    

 

出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票③ 
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市区町

村名 

問 13               

取組中の行政改革の項目              

⑥民間委託の推進 

（指定管理者制度含む） 
 

⑦組織、マネージメントの見直

し 
⑨ICTの活用 ⑩業務の標準化 

b o１ o2 p1 p2 o１ o2 p1 p2 o１ o2 p1 p2 o１ o2 p1 p2 

  

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名称 

数
値
目
標
設
定
の
有
無 

数値目標 

の内容 

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名称 

数
値
目
標
設
定
の
有
無 

数

値
目
標 

の
内
容 

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名称 

数
値
目
標
設
定
の
有
無 

数値目標 

の内容 

実
施
の
有
無 

主な 

取組の名称 

数
値
目
標
設
定
の
有
無 

数

値
目
標 

の
内
容 

青森市 ○ 

下水道施設維持

管理業務の委託

化の推進 

    ○ 
最適な組織体制

の構築 
    ○ 

市役所全体の

ICT化の推進 
    ○ 

新庁舎にお

ける総合窓

口の設置 

    

八戸市 ○ 

指定管理者制度

新規導入施設の

検討（H29年4月1

日現在：公の施設

の総数 459施設の

うち 138施設に導

入） 

    ○ 
組織・機構の見

直し 
    ○ 

ICT活用による

情報化及び効

率化の推進 

    ○ 

各種業務マ

ニュアルの

作成・見直

し 

    

盛岡市 ○ 

民間委託･指定管

理者制度等の活

用 

○ 

公の施設に対

する指定管理

者制度導入率 

25年度（61.6%）

を基準に，36年

度 61.6% を目

標とする。 

○ 組織機構見直し     ○ 

・電子納品の導

入 

・学校教育施設

のＩＣＴ環境の

整備 

            

秋田市 ○ 

市民サービスセン

ターおよびコミュニ

ティセンターへの

指定管理者制度

の導入 

    ○ 

地方分権、市民

ニーズへの対応

および新・県都

『あきた』成長プ

ランを推進する組

織機構 

    ○ 

公共施設にお

ける無線ＬＡＮ

（Wi-Fi）の導入  

    ○ 

情報システ

ムの見直し

および最適

化 

    

山形市 ○ 
指定管理者制度

の活用 
○ 

指定管理者の

管理運営状況

の評価における

Ｃ評価（改善が

必要）の件数 

毎年度 0件 

○ 

災害時に迅速に

対応できる組織

体制の整備、グ

ループ制の導入 

    ○ 

①ペーパレス会

議の実施 

②内部事務処

理システム（文

書管理・庶務事

務・財務会計）

の導入 

○ 

①ペーパレス

会議の実施

件数 年間

40 件以上 

②電子決裁

率 100％ 

        

福島市 ○ 

指定管理者制度

に関する基本方針

の見直し 

    ○ 
組織機構の見直

し 
    ○ 

社会保障・税番

号制度への対

応 

            

郡山市 ○ 

郡山市 PPP導入

指針や郡山市指

定管理者制度ガイ

ドラインに基づく民

間委託の推進 

    ○ 

郡山市行財政改

革大綱に基づく

出先機関のあり

方の見直し検討

や毎年度実施し

ている組織改編

など 

    ○ 

郡山市行財政

改革大綱に基

づく ICTの活用

推進 

○ 

ICT研究会

等からの提案

テーマ数など 

○ 

郡山市

STANDARD

に基づく全

庁共通業務

の効率化 

    

いわき市 ○ 
アウトソーシングの

推進 
    ○ 

組織・機構の見

直し 
    ○ 

情報システムの

適正化 
            

 
出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票③ 
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市
区
町
村
名 

①-１ 
（調査票③ 問１３に記載した）取組項目 

①-２ 
取組名称 

② 取組内容 
③先進性について

の説明 
 

④-1 取組効果 
（金額・人的な効果） 

④-２ 取組効果 
（住民サービスが向上し

た効果） 

①
定
数
管
理 

②
給
与
制
度 

③
他
自
治
体
と
の
連
携 

④
協
働
の
推
進 

⑤
業
務
改
善
の
取
組 

⑥
民
間
委
託
の
推
進 

⑦
組
織
、
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
見
直
し 

⑧
人
材
育
成
の
推
進 

⑨IC
T

の
活
用 

⑩
業
務
の
標
準
化 

⑪
資
産
・
債
務
改
革 

⑫
情
報
公
開
・透
明
性 

⑬
市
町
村
への
権
限
移
譲 

⑭
そ
の
他 

青
森
市 

         
○ 

    

新庁舎にお
ける総合窓
口の設置 

来庁舎が利用する頻度が高い窓
口部門について、ワンストップ
サービスの実現を図る。 

    

来庁舎が利用する頻度が
高い窓口部門について、
ワンストップサービスの実
現を図り、市民の利便性
の向上を図るとともに、来
庁舎のプライバシーにも
配慮するなど、市民目線
による効果的・効率的な
窓口機能が構築される。 

八
戸
市 
○ ○ 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

   

グループ単
位での業務
改善の推進 

各グループの事務事業を検証し
て課題を抽出し、その改善に向
けて職場が一体となって議論・実
行することで、組織として常に改
革・改善に取り組むという職場風
土を醸成し、更なる市民サービス
の向上へ向けて進化し続ける組
織の確立を図る。 

      

盛
岡
市 

  
○ 

           
連携中枢都
市推進事業 

 平成２８年３月に策定した連携
中枢都市圏ビジョンの進行管理
を行うもの。 

全国では６番目，東
日本では初となる連
携中枢都市圏を形
成した。 

普通交付税及び特別交付
税の財政措置を受けなが
ら，連携中枢都市圏ビジョン
に位置付けられた 46事業
（平成 28年度：総事業費約
700，000千円）を展開し，広
域連携を推進している。 

盛岡市で単独で実施して
いた事業の対象を広域市
町の住民に拡大するな
ど，広域市町の住民サー
ビスの向上に寄与した。 

秋
田
市 

     
○ 

        

市民サービ
スセンター
およびコミュ
ニティセン
ターへの指
定管理者制
度の導入 

地域自治活動の推進や民間活
力の導入により、利用者サービス
の向上や経費の縮減等が図られ
ることから、市民サービスセン
ターおよびコミュニティセンター
に、指定管理者制度を導入し
た。 

  
直営で管理を行っていた職
員を他の業務に当てること
が可能となった。 

地域住民自ら施設の管理
運営を行うことにより、地
域自治活動への住民意
識が醸成されるとともに、
地域の特性を生かした活
動が推進され、地域の活
性化と絆づくりが一層図ら
れた。 

山
形
市 

        
○ 

     

①ペーパ-
レス会議の
実施 
②内部事務
処理システ
ム（文書管
理・庶務事
務・財務会
計）の導入 

①部長以上の会議では、平成 26
年度からタブレットを活用し、
ペーパーレス会議の実施に努め
ている。 
②平成 27年度から内部事務処
理システムを導入（財務会計シス
テムは平成 28年度から導入）し
事務の効率化に努めている。 

②内部事務処理シ
ステムの導入に関
し、電子決裁率はほ
ぼ 100％となってお
り、全国でもトップレ
ベルである。 

職員の出退勤管理や時間
外・休暇の申請など、庶務
事務システムを導入したこと
により集計等に係る職員の
事務量が削減された。 

  

福
島
市 
○ ○ 

 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 
○ ○ 

  

行政評価の
見直し・改
善 

総合計画事業を対象とした行政
評価を実施するとともに、後期基
本計画策定に伴い新たな基本方
針を平成 29年 3月に策定し、行
政評価の仕組みそのものの見直
しと改善を図っている。 

平成 28年度事後評
価の対象事業数は
50件であるものの、
全てにおいて行政改
革推進委員や行政
改革アドバイザーに
よる外部評価を実施
している。 

過年度事業の事後評価、現
年度事業の中間評価を予
算編成に反映させ、連動を
図っている。 

行政評価により、事務事
業の改善、職員の意識改
革、行政の説明責任の向
上を図り、市民サービス
の向上に寄与している。 

郡
山
市 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

  

郡山市
STANDARD
に基づく全
庁共通業務
の効率化 

限られた人材のなか、質の高い
公共サービスを提供するため、
「総業務量」及び「全庁共通業務
の業務割合」を削減することが必
要であるという共通認識のもと、
業務量調査を実施し、把握した
業務量の傾向に着目した効率
的・効果的な業務量の削減手法
をまとめ、全庁で実施している。 

業務量調査を実施し
ている自治体はある
ものの、効率化の手
法まで言及している
事例は把握していな
い。 

平成 29年３月に策定してい
るため、成果が見える化する
のは、平成 30 年度となる。
なお、策定してから、２か月
が経過したが、例年より会議
数の減少や、文書開催への
変化など成果が生じてい
る。 

全庁共通業務の削減によ
り、本来の施策の推進に
従事できるため、市民
サービスは向上していく。 

い
わ
き
市 

          
○ 

   

公用車のあ
り方の見直
し 

稼働状況調査及び必要台数の
検討を行い、運転業務従事者の
削減を実施した。 

  

稼働状況等調査を実施し、
震災後における車両の必要
台数の把握に努めた。ま
た、運転業務従事者を削減
した。 

公用車の必要数及び稼
働状況を把握することに
より、公用車の管理に要
する時間が短縮され、他
業務に徹することが可能
となった。 

 

出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票④ 
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市
区
町
村
名 

⑤汎用性についての説明 
 

⑦選定理由（複数回答可） 
市区町村とりまとめ担当課のみ回答 

先
進
性 

費
用
対
効
果 

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上 

汎
用
性 

そ
の
他 

具体的な選定理由 
 ⑧－１ 選抜 

取組 
⑧－２ 選抜の理由 

青
森
市 

  
  

○ 
  

総合窓口を設置することで、市民の利便
性の向上が図られる。  

  

八
戸
市 

改善事項の提案主体をより小規模な集団
であるグループや班等とすることで、職員
一人ひとりが常に改善に取り組んでいくと
いう職員の「意識の改革」を図ることがで
きる。 

   
○ 

 

業務改善状況の可視化及び提案主体
の細分化を行うことで改善意識の定着を
図ることは、どの組織においても実行可
能であると考えるため。 

 
  

盛
岡
市 

    ○ 
  

  〇 
近隣市町村の住民サービスの向上にも寄
与しているため。 

秋
田
市 

  
  

○ 
  

本市では、行政改革に掲げたさまざまな
項目に取り組み、新・県都『あきた』成長
プランに掲げる基本理念の実現を通じて
市民サービスの向上を図ることを目的と
しているため。 

 
  

山
形
市 

  ○ ○ 
   

電子化による印刷コストの削減や、収納
スペースの減少、職員の事務作業時間
の削減など、内部事務処理システムの導
入による効果が現れてきている。まだ導
入間もないこともあるが、更なる効率化を
図っていく。 

 
  

福
島
市 

  ○ 
 

○ 
  

外部評価・中間評価は本市行政評価の
特長と言える。  

  

郡
山
市 

業務量調査においては、大区分で実施
し、業務量の傾向を把握する。業務量の
傾向を把握することで BPRのポイントを見
極めることができることから、調査自体の
有効性が高いとともに、どの自治体でも実
施可能なことから、汎用性が高い。 

○ 
 

○ ○ ○ 

業務量を把握し、削減手法を提示すると
いった一連のプロセスには、先進性があ
り、他自治体においての汎用性も高いた
め。 

○ 

 業務量調査を実施し、業務量の傾向を
把握することはどの自治体でも実施可能
であり、汎用性が高く、今取組が業務削減
に寄与しているため。 
 また、昨年愛媛県で開催された「行革甲
子園２０１６」で今取組を事例発表したた
め。 

い
わ
き
市 

公用車の稼働状況調査については、公
用車を有する全自治体において実施可
能である。 

   
○ 

 
汎用性が高く、どの自治体においても実
施可能性が高いため。  

  

 

出所：地方行政サービス改革の取組状況の調査結果（総務省 平成 30 年 3月 28日公表）調査票④ 


